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１
．
法
律
の
趣
旨

独
立
行
政
法
人
年
金
・
健
康
保
険
福
祉
施
設
整
理
機
構
（
R
F
O）
を
年
金
福
祉
施
設
等
の
整
理
合
理
化
を
目
的
と
し
た

組
織
か
ら
、
独
立
行
政
法
人
地
域
医
療
機
能
推
進
機
構
に
改
組
し
て
、
地
域
医
療
に
貢
献
し
つ
つ
安
定
的
な
病
院
運
営

を
行
う
組
織
と
す
る
。

２
．
改
組
法
人
の
概
要

(
1)
目
的 救
急
医
療
等
の
５
事
業
、
リ
ハ
ビ
リ
等
地
域
医
療
・
介
護
を
提
供
す
る
機
能
の
確
保
を
図
り
、
も
っ
て
公
衆
衛

生
の
向
上
、
住
民
福
祉
の
増
進
に
寄
与
す
る
こ
と
。

(
2)
業
務 病
院
、
介
護
老
人
保
健
施
設
及
び
看
護
師
養
成
施
設
の
設
置
及
び
運
営
の
業
務
を
行
う
。

(
3)
病
院
等
の
譲
渡

病
院
等
の
う
ち
、
譲
渡
後
も
地
域
に
お
い
て
必
要
と
さ
れ
る
医
療
機
能
が
確
保
さ
れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
譲

渡
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
地
元
地
方
自
治
体
の
意
見
を
聴
取
）
。

※
緊
急
の
必
要
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
業
務
の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
交
付
金
は
交
付
さ
れ
な
い
。

３
．
そ
の
他

○
地
域
医
療
機
能
推
進
機
構
（
機
構
）
へ
の
改
組
時
期
は
、
公
布
の
日
（
平
成
2
3年
6月
2
4日
）
か
ら
３
年
以
内
の
政
令
で

定
め
る
日
。
※
政
令
で
平
成
2
6年
4月
1
日
と
規
定
。

独
立
行
政
法
人
年
金
・
健
康
保
険
福
祉
施
設
整
理
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
概
要
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平
成
２
３
年
６
月
１
０
日

衆
議
院
厚
生
労
働
委
員
長
提
出
の
法
案
と
し
て
起
草

平
成
２
３
年
６
月
１
０
日

衆
議
院
本
会
議
で
賛
成
多
数
で
可
決

平
成
２
３
年
６
月
１
６
日

参
議
院
厚
生
労
働
委
員
会
で
賛
成
多
数
で
可
決

平
成
２
３
年
６
月
１
７
日

参
議
院
本
会
議
で
賛
成
多
数
で
可
決

→
成
立

平
成
２
３
年
６
月
２
４
日

法
律
の
公
布
（
平
成
２
３
年
法
律
第
７
３
号
）
、
法
律
の
一
部
施
行

独
立
行
政
法
人
年
金
・
健
康
保
険
福
祉
施
設
整
理
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案

国
会
審
議
の
状
況

2



１
．
設
立
目
的

独
立
行
政
法
人
地
域
医
療
機
能
推
進
機
構
（
以
下
「
地
域
医
療
機
構
」
と
い
う
。
）
は
、
病
院
、
介
護
老
人
保
健
施
設
等
の
運

営
を
行
い
、
救
急
医
療
・
災
害
時
に
お
け
る
医
療
・
へ
き
地
医
療
・
周
産
期
医
療
・
小
児
医
療
、
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
そ
の
他

地
域
に
お
い
て
必
要
と
さ
れ
る
医
療
機
能
の
確
保
を
図
り
、
も
っ
て
公
衆
衛
生
の
向
上
・
増
進
や
住
民
福
祉
の
増
進
に
寄
与
す
る

こ
と
を
目
的
と
す
る
。

２
．
改
組
時
期

平
成
２
６
年
４
月
１
日

※
独
立
行
政
法
人
年
金
・
健
康
保
険
福
祉
施
設
整
理
機
構
（
以
下
「
Ｒ
Ｆ
Ｏ
」
と
い
う
。
）
を
改
組
し
て
設
置
。

３
．
役
職
員
数

役
員

１
３
名
(理
事
長
１
人
、
監
事
２
人
、
常
勤
理
事
５
人
、
非
常
勤
理
事
５
人
)

職
員

約
２
万
人

４
．
業
務
概
要

上
記
１
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、
病
院
等
の
設
置
及
び
運
営
並
び
に
こ
れ
に
附
帯
す
る
業
務
を
行
う
こ
と

５
．
組
織
の
規
模
（
平
成
２
６
年
４
月
１
日
（
予
定
）
）
病
院
数
：
5
7
病
院
老
健
施
設
：
2
6
施
設

６
．
そ
の
他
特
記
事
項

・
平
成
２
３
年
６
月
に
成
立
し
た
「
独
立
行
政
法
人
年
金
・
健
康
保
険
福
祉
施
設
整
理
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
（
平

成
２
３
年
法
律
第
７
３
号
）
に
お
い
て
、
年
金
福
祉
施
設
等
の
整
理
合
理
化
を
目
的
と
し
た
Ｒ
Ｆ
Ｏ
か
ら
、
病
院
等
の
運
営
等

を
目
的
と
し
た
地
域
医
療
機
構
に
改
組
さ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

・
政
府
は
、
地
域
医
療
機
構
に
対
し
、
緊
急
の
必
要
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
厚
生
労
働
大
臣
の
求
め
に
応
じ
て
必
要
な
措
置
を
と

る
場
合
を
除
き
、
業
務
の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
交
付
金
を
交
付
し
な
い
。

・
Ｊ
Ｃ
Ｈ
Ｏ
は
、
病
院
等
の
う
ち
、
そ
の
譲
渡
後
も
地
域
に
お
い
て
必
要
と
さ
れ
る
医
療
及
び
介
護
を
提
供
す
る
機
能
が
確
保
さ

れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
譲
渡
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

独
立
行
政
法
人
地
域
医
療
機
能
推
進
機
構
の
概
要
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改 組

年
金
・
健
康
保
険
福
祉
施
設
整
理
機
構

＜
目
的
＞

年
金
福
祉
施
設
等
の
整
理
を
図
り
、
も
っ
て
厚
生

年
金
保
険
事
業
、
健
康
保
険
事
業
等
の
適
切
な
財
政

運
営
に
資
す
る
こ
と

＜
業
務
＞

年
金
福
祉
施
設
等
の
譲
渡
、
そ
れ
ま
で
の
間
の
施

設
の
管
理
・
運
営

病
院
等
の
運
営
は
特
例
民
法
法
人
等
に
委
託
（
病

院
職
員
は
特
例
民
法
法
人
等
の
職
員
）

＜
役
職
員
＞

理
事
長
、
監
事
２
名
（
非
常
勤
）
、
理
事
１
名

（
非
常
勤
）
、
職
員
２
３
名
（
Ｈ
２
５
．
７
時
点
）

地
域
医
療
機
能
推
進
機
構

＜
目
的
＞

救
急
医
療
等
の
５
事
業
、
リ
ハ
ビ
リ
等
地
域
医
療

を
提
供
す
る
機
能
の
確
保
を
図
り
、
も
っ
て
公
衆
衛

生
の
向
上
、
住
民
福
祉
の
増
進
等
に
寄
与
す
る
こ
と

＜
業
務
＞

病
院
、
介
護
老
人
保
健
施
設
、
看
護
師
養
成
施
設

の
設
置
及
び
運
営
等

病
院
等
の
運
営
は
直
営
（
病
院
職
員
は
独
立
行
政

法
人
の
職
員
）

＜
役
職
員
＞

理
事
長
、
監
事
２
名
、
常
勤
理
事
５
名
、
非
常
勤

理
事
５
名
、
職
員
は
約
２
万
人
前
後
（
推
計
）

年
金
・
健
康
保
険
福
祉
施
設
整
理
機
構
を
地
域
医
療
機
能
推
進
機
構
に
改
組
す
る
と
き
の
イ
メ
ー
ジ
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独立行政法人 国立健康・栄養研究所の概要

１．設立目的

国民の健康の保持及び増進に関する調査及び研究並びに国民の栄養その他国

民の食生活に関する調査及び研究等を行うことにより、公衆衛生の向上及び増

進を図ることを目的とする。

２．設立時期 平成１３年４月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員 ４名（理事長１名、理事１名、監事２名（非常勤 ））

職 員 ３８名

４．業務概要

○ 国民の健康の保持及び増進に関する調査及び研究を行うこと。

○ 国民の栄養その他国民の食生活の調査及び研究を行うこと。

○ 食品について栄養生理学上の試験を行うこと。

○ 上記に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

○ 健康増進法第１０条第２項の規定に基づき、国民健康・栄養調査の実施

に関する事務を行うこと。

○ 健康増進法第２６条第３項（同法第２９条第２項において準用する場合

を含む ）の規定に基づき、同法第２６条第１項の規定による許可又は同。

法第２９条第１項の規定による承認を行うについて必要な試験を行うこ

と。

○ 健康増進法第２７条第５項（同法第２９条第２項、第３２条第３項及び

第３２条の３第３項において準用する場合を含む ）の規定により収去さ。

れた食品の試験を行うこと。
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国
立
健
康
・
栄
養
研
究
所
の
概
要

○
国
民
の
健
康
の
保
持
及
び
増
進
に
関
す
る
調
査
・
研
究
並
び
に
国
民
の
栄
養
そ
の
他
国
民
の
食
生
活
に
関
す
る
調
査
・
研
究
等
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
公
衆

衛
生
の
向
上
及
び
増
進
を
図
る
。

○
主
務
官
庁
は
、
厚
生
労
働
省
及
び
内
閣
府
（
消
費
者
庁
）

概
要

１
．
調
査
研
究

①
生
活
習
慣
病
予
防
の
た
め
の
運
動
と

食
事
の
併
用
効
果
に
関
す
る
研
究

主
な
取
り
組
み

・
遺
伝
子
、
細
胞
、
動
物
モ
デ
ル
、
ヒ
ト
を
対

象
と
し
た
実
験
、
介
入
研
究

②
日
本
人
の
食
生
活
の
多
様
化
と
健
康

へ
の
影
響
に
関
す
る
栄
養
疫
学
的
研
究

・
地
域
住
民
等
を
対
象
と
し
た
疫
学
調
査
、

国
民
健
康
・
栄
養
調
査
の
関
連
研
究

③
「
健
康
食
品
」
を
対
象
と
し
た
食
品
成
分

の
有
効
性
評
価
及
び
健
康
影
響
評
価

に
関
す
る
研
究

・
「
健
康
食
品
」
の
有
効
性
・
安
全
性
評
価
、

国
内
外
の
情
報
収
集
及
び
発
信

効
果

・
糖
尿
病
､メ
タ
ボ
リ
ッ
ク
シ
ン
ド
ロ
ー
ム
の
一
次
予
防

・
｢運
動
基
準
｣の
策
定
､｢
特
定
保
健
指
導
｣の
推
進
と
評
価

・
「
食
事
摂
取
基
準
」
、
「
食
生
活
指
針
」
の
策
定
、
「
健
康
日

本
２
１
」
（
第
２
次
）
の
推
進

・
健
康
食
品
の
安
全
性
確
保
、
国
民
へ
の
正
確
な
情
報
提

供

２
．
健
康
増
進
法
に
基
づ
く
業
務

①
国
民
健
康
・
栄
養
調
査
の
集
計
業
務

・
迅
速
か
つ
効
率
的
な
集
計
。

・
都
道
府
県
等
が
行
う
健
康
・
栄
養
調
査
に

対
す
る
技
術
支
援
。

・
国
や
地
域
の
望
ま
し
い
健
康
施
策
の
展
開

②
特
別
用
途
食
品
等
の
表
示
許
可
等
に

係
る
試
験
業
務

(消
費
者
庁
所
管
）

・
特
別
用
途
食
品
の
表
示
許
可
に
お
け
る

成
分
分
析
。

・
収
去
し
た
特
別
用
途
食
品
、
栄
養
表
示

が
な
さ
れ
た
食
品
の
成
分
分
析
。

・
食
の
安
心
・
安
全
、
消
費
者
保
護
の
観
点
か
ら
、
こ
れ
ら

業
務
の
的
確
か
つ
効
率
的
な
推
進

３
．
国
際
協
力
、
産
学
連
携
等
対
外
的
な
業
務

①
国
際
協
力

・
ア
ジ
ア
の
国
際
栄
養
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
。

・
W
H
O
指
定
研
究
協
力
セ
ン
タ
ー
申
請
。

・
若
手
外
国
人
研
究
者
招
へ
い
事
業
。

・
ア
ジ
ア
地
域
等
に
お
け
る
栄
養
研
究
基
盤
の
強
化
な
ど

の
国
際
貢
献

②
産
学
連
携

・
関
連
団
体
・
研
究
機
関
と
の
共
同
・
受
託

研
究
を
推
進
。

健
康
・
栄
養
分
野
で
の
研
究
協
力
な
ど
、
公
正
・
中
立
な
立

場
で
の
社
会
還
元
を
推
進
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独立行政法人 労働安全衛生総合研究所の概要

１．設立目的

事業場における災害の予防並びに労働者の健康の保持増進及び職業性疾病

の病因、診断、予防その他の職業性疾病に係る事項に関する総合的な調査及

び研究を行うことにより、職場における労働者の安全及び健康の確保に資す

ることを目的とする。

２．設立時期 平成１８年４月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員 ５名（理事長１名、理事２名、監事２名（うち非常勤１名））

職 員 １００名

４．業務概要

職場における労働者の安全及び健康の確保に資することを目的として、以

下の研究を重点的に実施。また、厚生労働大臣の指示を受けて、労働災害の

原因の調査及び立入検査を行う。

（１）産業社会の変化により生じる労働安全衛生の課題に関する研究

労働者の働き方等が変化することに伴い、職場のストレス、長時間労働

及び交替制勤務等がメンタルヘルスなどの健康に及ぼす影響について分析

し、その予防に関する研究を実施する。また、技術革新等により新たに産

業現場で取り扱われる新材料や新技術に起因する労働災害に対する予防的

対応に関する研究を実施する。

（２）産業現場における危険・有害性に関する研究

労働災害の多発している作業、起因物質等に着目し、墜落、爆発、化学

物質、物理的因子等現場における危険・有害性について分析し、講ずべき

対策に関する研究を実施する。

（３）職場のリスク評価とリスク管理に関する研究

職場における危険・有害因子へのばく露評価手法、リスク評価法等の確

立や、リスク管理を効果的に実施していくための支援ツールの開発に関す

る研究を実施する。
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（
独
）
労
働
安
全
衛
生
総
合
研
究
所
の
概
要

名
称
：
独
立
行
政
法
人
労
働
安
全
衛
生
総
合
研
究
所
（統
合
７
年
目
）

英
語
名
：
N

at
io

na
l I

ns
tit

ut
e 

of
 O

cc
up

at
io

na
l  

Sa
fe

ty
 a

nd
 H

ea
lth

 (J
N

IO
SH

)
理
事
長
：
前
田

豊

1.
役
職
員
数
１
０
５
名
（
平
成
２
５
年
４
月
１
日
現
在
）

2.
平
成
２
５
年
度
予
算
約
２
２
億
円

3.
我
が
国
で
唯
一
の
「
産
業
安
全
及
び
労
働
衛
生
」
分
野
に
お
け
る
総
合
的
研
究
機
関
と
し
て
、

「
職
場
に
お
け
る
労
働
者
の
安
全
と
健
康
の
確
保
」
に
資
す
る
た
め
の
調
査
研
究
を
実
施

（
独
）
産
業
安
全
研
究
所

［
昭
和

17
年
「
厚
生
省
産
業
安
全
研
究
所
」
と
し
て
設
立
］

（
独
）
産
業
医
学
総
合
研
究
所

［
昭
和

24
年
「
労
働
省
け
い
肺
試
験
室
」
と
し
て
設
立
］

統
合

（
独
）
労
働
安
全
衛
生
総
合
研
究
所

［
平
成

18
年

4月
1日
発
足
］
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独立行政法人 医薬基盤研究所の概要

１．設立目的

医薬品技術及び医療機器等技術に関し、医薬品及び医療機器等並びに薬用植

物その他の生物資源の開発に資することとなる共通的な研究、民間等において

行われる研究及び開発の振興等の業務を行うことにより、医薬品技術及び医療

機器等技術の向上のための基盤の整備を図り、もって国民保健の向上に資する

ことを目的とする。

２．設立時期 平成１７年４月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員 ４名（理事長１名、理事１名、監事２（非常勤 ））

職 員 ８０名

４．業務概要

○ 医薬品及び医療機器等並びに薬用植物その他の生物資源の開発に資すること

となる共通的な研究を行い、その成果を普及すること。

○ 基礎的研究を他に委託して行い、その成果を普及すること。

○ 試験研究を政府等以外の者に委託して行い、その成果を普及すること。

○ 政府等以外の者に対し、試験研究を国の試験研究機関又は試験研究に関する

業務を行う独立行政法人と共同して行うことについてのあっせんすること。

○ 海外から研究者を招へいすること。

○ 医薬品技術及び医療機器等技術に関する情報を収集し、整理し、提供及び調

査すること。

○ 希少疾病用医薬品及び希少疾病用医療機器に関する試験研究に関し、必要な

資金に充てるための助成金を交付し、並びに指導及び助言を行うこと。
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医
薬
品
の
安
全
性
の
確
保

迅
速
な
医
薬
品
開
発
の
必
要
性

○
患
者
の
方
々
か
ら
の
切
実
な
要
望

(難
病
患
者
等
に
対
す
る
治
療
薬
の
必
要
性
）

○
医
薬
品
開
発
の
特
徴

一
つ
の
新
薬
創
出
す
る
の
に
、
開
発
期
間
約
2
0
年
、

開
発
費
約
1
0
0
0
億
円
、
成
功
率
は
0
.0
0
3
%

○
新
薬
を
作
れ
る
の
は
先
進
国
の
み
。
日
本
国
と
し
て
の
責
任
と
優
位
。

○
副
作
用
被
害
の
防
止

○
「
規
制
」
と
「
振
興
」
の
分
離
の
必
要
性

○
安
全
な
医
薬
品
を
開
発
し
た
い
企
業
の
ニ
ー
ズ

独
立
行
政
法
人
医
薬
基
盤
研
究
所
の
設
立
の
意
義
や
役
割

○
国
民
の
健
康
確
保
の
観
点
か
ら
、
政
策
ニ
ー
ズ
に
立
脚
し
た
知
見
の
提
供
が
可
能
に
。

（
大
学
・
企
業
の
自
主
的
な
取
組
だ
け
で
は
対
応
で
き
な
い
分
野
の
み
を
実
施
）

○
上
記
分
野
に
つ
い
て
、
大
学
と
企
業
の
様
々
な
主
体
に
よ
る
研
究
を
、
自
ら
も
参
画
し
て
共
同
研
究
を
立
ち
上
げ
る
な
ど
、
連
携
の

「
橋
渡
し
」
（仲
人
）
も
可
能
に
。

※
基
盤
研
の
「
橋
渡
し
」
機
能
が
な
け
れ
ば
、
①
学
術
的
な
関
心
と
採
算
性
に
適
合
す
る
分
野
の
創
薬
研
究
し
か
な
さ
れ
な
い
。

②
各
主
体
の
研
究
能
力
や
資
源
、
そ
れ
ぞ
れ
の
特
性
が
有
効
に
活
用
さ
れ
な
い
。

な
ど
に
よ
り
、
技
術
革
新
も
含
め
、
安
全
な
医
薬
品
の
迅
速
供
給
が
図
ら
れ
な
く
な
る
。

安
全
な
医
薬
品
の
迅
速
な
供
給
、
国
民
の
健
康
の
確
保

医
薬
基
盤
研
究
所
の
設
置
（
Ｈ
１
７
）

（
創
薬
の
公
的
な
分
野
を
担
う
研
究
機
関
）

大
学
は
基
礎
研
究
が
中
心
。
学
術
的
関
心
で
行
動
。

⇒
製
品
化
に
向
け
た
開
発
研
究
は
困
難

基
礎
研
究
と
製
品
化
の
中
間
的
な
技
術
の
「
橋
渡
し
」
を
担
う
者
が
い
な
い
（
「
死
の
谷
」
と
い
わ
れ
る
分
野
）
。

企
業
は
採
算
性
が
見
込
め
る
研
究
が
中
心
。
営
利
で
行
動
。

⇒
他
社
製
品
に
も
活
用
で
き
る
汎
用
的
な
技
術
分
野
、

難
病
分
野
、
生
物
資
源
の
提
供
は
困
難

大
学
（
学
術
機
関
）

製
薬
企
業
（
民
間
）

公
的
な
支
援
の
必
要
性
と
有
効
性
。
創
薬
に
特
化
し
た
研
究
機
関
の
必
要
性
。

背
景

創
薬
研
究
の
現
状

基
盤
研
の
意
義
・役
割
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独立行政法人 国立がん研究センターの概要  

 

 

１．設立目的 

  がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並び

にこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことによ

り、国の医療政策として、がんその他の悪性新生物に関する高度かつ専門的な

医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的とす

る。  

 

２．設立時期 平成２２年４月１日 

 

３．役職員数（平成２５年４月１日現在） 

    役  員      ８名（理事長１名、理事５名（常勤２名、非常勤３名）、 

              監事２名（非常勤）） 

  職  員  １，６９６名 

 

４．業務概要 

  （１）がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開

発を行うこと。  

  （２）（１）に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。  

  （３）がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと。                                

   （４）（１）～（３）に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行う 

   こと。  

  （５）（１）～（４）に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。  

 

５．組織概要（平成２５年４月１日現在） 

  研究所 

早期・探索臨床研究センター 

  中央病院 

  東病院 

  がん予防・検診研究センター 

  がん対策情報センター 

 

６．病床数（平成２５年４月１日現在） 

  ①中央病院   一般病床 ６００床 

   ②東病院    一般病床 ４２５床 
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創
設
：
昭
和
３
７
年
１
月
１
日

所
在

地
：
東
京
都
中
央
区
築
地
（
中
央
病
院
）
、
千
葉
県
柏
市
（
東
病
院
）

主
な
組
織
：
研
究
所
、
早
期
・
探
索
臨
床
研
究
セ
ン
タ
ー
、
中
央
病
院
、

東
病
院
、
が
ん
予
防
・
検
診
研
究
セ
ン
タ
ー
、
が
ん
対
策
情
報
セ

ン
タ
ー

役
職
員
数
(
常
勤
)
 
：

1,
69

9名
（
平
成
2
5
年
4
月
1
日
現
在
）

病
床

数
：

60
0床
（
中
央
病
院
）
、

42
5床
（
東
病
院
）

沿
革
・
組
織

○
質
の
高
い
医
療
の
提
供

・
年
間

5,
00

0件
の
手
術
、

1日
約

12
0人
の
通
院
化
学
療
法
を
実
施
（
中
央
）

・
陽
子
線
治
療
等
先
進
医
療
の
提
供
と
併
せ
、
モ
デ
ル
的
緩
和
ケ
ア
を
提
供
（
東
）

設
置
目
的

我
が
国
の
が
ん
対
策
の
中
核
的
機
関
と
し
て
、
が
ん
そ
の
他

の
悪
性
新
生
物
に
つ
い
て
の
調
査
、
研
究
、
医
療
技
術
の
開

発
、
医
療
の
提
供
及
び
医
療
従
事
者
の
研
修
等
を
行
う
。

特
徴

○
が
ん
の
原
因
・
本
態
解
明
、
革
新
的
な
検
診
法
や
診
断
・
治
療
技
術
の
開
発
、

が
ん
医
療
の
均
て
ん
化
、
が
ん
情
報
の
提
供

・
原
因
・
本
態
解
明
を
通
じ
た
予
防
法
や
高
度
先
駆
的
な
検
診
・
診
療
技
術
の
開
発

・
多
施
設
共
同
臨
床
研
究
に
よ
る
が
ん
医
療
の
標
準
化

・
が
ん
医
療
や
が
ん
登
録
な
ど
専
門
情
報
等
の
提
供
や
研
修
等
に
よ
る
人
材
育
成

（
独
）
国
立
が
ん
研
究
セ
ン
タ
ー
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独立行政法人 国立循環器病研究センターの概要

１．設立目的

循環器病に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務

に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政

策として、循環器病に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆

衛生の向上及び増進に寄与することを目的とする。

２．設立時期 平成２２年４月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員 ６名（理事長１名、理事３名（うち非常勤２名）、

監事２名（非常勤 ））

職 員 １，１１９名

４．業務概要

（１）循環器病に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行うこと。

（２ （１）に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。）

（３）循環器病に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと。

（４ （１）～（３）に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行う）

こと。

（５ （１）～（４）に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。）

５．組織概要（平成２５年４月１日現在）

研究所

病院

研究開発基盤センター

６．病床数（平成２５年４月１日現在）

一般病床 ６１２床
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（
独
）
国
立
循
環
器
病
研
究
セ
ン
タ
ー

創
設
：
昭
和
５
２
年
６
月
１
日

所
在

地
：
大
阪
府
吹
田
市

主
な
組
織
：
研
究
所
、
病
院
、
研
究
開
発
基
盤
セ
ン
タ
ー

役
職
員
数
(
常
勤
)
 
：

1,
12

1名
（
平
成
2
5
年
4
月
1
日
現
在
）

病
床

数
：

61
2床

沿
革
・
組
織

特
徴

○
最
新
・
最
善
の
医
療
の
提
供

・
年
間
約

3,
40

0件
の
重
症
循
環
器
病
救
急
搬
送
を
受
け
入
れ

・
国
内
心
移
植

15
5例
の
う
ち
、

54
例
を
実
施

・
脳
梗
塞
に
対
す
る
超
急
性
期
血
栓
溶
解
療
法
（
ｔＰ
Ａ
静
注
療
法
）
を
年
間

70
例
以
上
実
施

設
置
目
的

我
が
国
の
脳
卒
中
、
心
臓
病
等
の
循
環
器
病
対
策
の
中
核
的
機
関

と
し
て
、
循
環
器
病
に
つ
い
て
の
調
査
、
研
究
、
医
療
技
術
の
開
発
、

医
療
の
提
供
及
び
医
療
従
事
者
の
研
修
等
を
行
う
。

○
先
端
医
療
技
術
の
開
発
と
普
及

・
在
宅
型
体
内
埋
め
込
み
型
人
工
心
臓
・
次
世
代
型
呼
吸
補
助
装
置
の
開
発

・
世
界
に
先
駆
け
て
発
見
し
た
生
理
活
性
ペ
プ
チ
ド
、
タ
ン
パ
ク
質
を
診
断
・
治

療
の
開
発
へ
応
用

・
1,

70
0名
以
上
の
若
手
医
師
を
育
成
、

84
カ
国
か
ら

90
0名
以
上
の
外
国
人

研
修
生
を
受
け
入
れ
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独立行政法人 国立国際医療研究センターの概要

１．設立目的

感染症その他の疾患であって、その適切な医療の確保のために海外における

症例の収集その他国際的な調査及び研究を特に必要とするもの（以下「感染症

」 。） 、 、その他の疾患 という に係る医療並びに医療に係る国際協力に関し 調査

研究及び技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者

の研修等を行うことにより、国の医療政策として、感染症その他の疾患に関す

る高度かつ専門的な医療、医療に係る国際協力等の向上を図り、もって公衆衛

生の向上及び増進に寄与することを目的とする。

２．設立時期 平成２２年４月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員 ９名（理事長１名、理事６名（うち非常勤３名 、監）

事２名（非常勤 ））

職 員 １，７４７名

４．業務概要

（１）感染症その他の疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を

行うこと。

（２ （１）に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。）

（３）医療に係る国際協力に関し、調査及び研究を行うこと。

（４）感染症その他の疾患に係る医療及び医療に係る国際協力に関し、技術

者の研修を行うこと。

（５ （１）～（４）に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行う）

こと。

（６）国立高度専門医療研究センターの職員の養成及び研修を目的として看

護に関する学理及び技術の教授及び研究並びに研修を行う施設を設置

し、これを運営すること。

（７ （１）～（６）に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。）

５．組織概要（平成２５年４月１日現在）

研究所

病院

国府台病院

国際医療協力局

国立看護大学校

臨床研究センター
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６．病床数（平成２５年４月１日現在）

①病院 一般病床 ７１９床

結核病床 ４０床

精神病床 ３８床

感染病床 ４床

合 計 ８０１床

②国府台病院 一般病床 ４３０床

精神病床 １４２床

合 計 ５７２床
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（
独
）
国
立
国
際
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー

創
設
：
平
成
５
年
１
０
月
１
日

所
在

地
：
東
京
都
新
宿
区
（
セ
ン
タ
ー
病
院
）

千
葉
県
市
川
市
（
国
府
台
病
院
）

主
な
組
織
：
研
究
所
、
臨
床
研
究
セ
ン
タ
ー
、
セ
ン
タ
ー
病
院
、

国
府
台
病
院
、
国
際
医
療
協
力
局
、
国
立
看
護
大
学
校

役
職
員
数
(
常
勤
)
 
：

1,
75

1名
（
平
成
2
5
年
4
月
1
日
現
在
）

病
床

数
：

80
1床
（
セ
ン
タ
ー
病
院
）
、

57
2床
（
国
府
台
病
院
）

沿
革
・
組
織

特
徴

○
高
度
総
合
専
門
医
療
の
提
供

○
国
際
医
療
協
力
の
実
践
、
研
究
の
実
施

・
途
上
国
へ
年
間
約

20
0名
の
専
門
家
派
遣
、
約

30
0名
の
研
修
生
受
け
入
れ

・
海
外
拠
点
と
の
共
同
研
究
に
よ
り
、
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
迅
速
診
断
キ
ッ
ト
を
開
発

・
ウ
イ
ル
ス
肝
炎
治
療
の
有
効
性
を
治
療
前
遺
伝
子
診
断
で
判
定

・
２
型
糖
尿
病
関
連
遺
伝
子
の
同
定

我
が
国
の
医
療
分
野
に
お
け
る
国
際
貢
献
の
中
核
的
機
関
と
し
て
、
感
染
症
そ

の
他
の
疾
患
に
つ
い
て
の
調
査
、
研
究
、
医
療
技
術
の
開
発
、
医
療
の
提
供
及

び
医
療
従
事
者
の
研
修
等
を
行
う
。

設
置
目
的

（
特
定
感
染
症
病
床
）

・
1日
約

1,
60

0名
の
外
来
患
者
の
受
け
入
れ
、
年
間
約

11
,0

00
件
の
手
術
の
実
施
（
セ
ン
タ
ー
病
院
）

・
月
平
均
約

1,
00

0名
の
エ
イ
ズ
外
来
患
者
の
受
け
入
れ
（
セ
ン
タ
ー
病
院
）

・
児
童
精
神
科
の
ほ
か
、
肝
炎
・
免
疫
研
究
セ
ン
タ
ー
が
新
た
に
整
備
さ
れ
、
専
門
医
療
を
提
供

（
国
府
台
病
院
）

（
国
府
台
病
院
）

（
セ
ン
タ
ー
病
院
）
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独立行政法人 国立精神・神経医療研究センターの概要

１．設立目的

精神疾患、神経疾患、筋疾患及び知的障害その他の発達の障害（以下「精神

・神経疾患等」という ）に係る医療並びに精神保健に関し、調査、研究及び。

技術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等

を行うことにより、国の医療政策として、精神・神経疾患等に関する高度かつ

専門的な医療及び精神保健の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄

与することを目的とする。

２．設立時期 平成２２年４月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員 ７名（理事長１名、理事４名（うち非常勤２名）、監

事２名（非常勤 ））

職 員 ７０４名

４．業務概要

（１）精神・神経疾患等に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行

うこと。

（２ （１）に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。）

（３）精神保健に関し、調査及び研究を行うこと。

（４）精神・神経疾患等に係る医療及び精神保健に関し、技術者の研修を行

うこと。

（５ （１）～（４）に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行う）

こと。

（６ （１）～（５）に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。）

５．組織概要（平成２５年４月１日現在）

（ ）神経研究所 トランスレーショナル・メディカルセンター ＴＭＣ

精神保健研究所 脳病態統合イメージングセンター（ＩＢＩＣ）

病院 認知行動療法センター（ＣＢＴ）

６．病床数（平成２５年４月１日現在）

一般病床 ２６６床

精神病床 ２０８床

合 計 ４７４床
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我
が
国
の
精
神
・
神
経
疾
患
対
策
の
中
核
的
機
関
と
し
て
、
精
神
・
神
経

疾
患
等
に
つ
い
て
の
調
査
、
研
究
、
医
療
技
術
の
開
発
、
医
療
の
提
供
及

び
医
療
従
事
者
の
研
修
等
を
行
う
。

（
独
）
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー

創
設
：
昭
和
６
１
年
１
０
月
１
日

所
在

地
：
東
京
都
小
平
市

主
な
組
織
：
神
経
研
究
所
、
精
神
保
健
研
究
所
、
病
院

役
職
員
数
(
常
勤
)
 
：

70
7名
（
平
成
2
5
年
4
月
1
日
現
在
）

病
床

数
：

47
4床

沿
革
・
組
織

特
徴

○
脳
と
こ
こ
ろ
と
身
体
の
健
全
な
統
合
を
目
指
す
医
療
の
実
践

・
1日
平
均

40
0名
以
上
の
精
神
・
神
経
外
来
患
者
を
受
け
入
れ

・
1万
以
上
の
筋
検
体
を
保
存
す
る
、
筋
ジ
ス
ト
ロ
フ
ィ
ー
確
定
診
断
の
中
核
施
設

・
パ
ー
キ
ン
ソ
ン
病
、
筋
ジ
ス
、
難
治
性
て
ん
か
ん
等
神
経
難
病
、
う
つ
病
等
難
治
性
精
神

疾
患
に
対
す
る
内
科
的
、
外
科
的
治
療
の
実
施

○
世
界
唯
一
の
「
精
神
・
神
経
セ
ン
タ
ー
」
と
し
て
、
統
合
的
な

精
神
・
神
経
科
学
研
究
を
実
施

・
多
発
性
硬
化
症
に
対
す
る
画
期
的
治
療
薬
の
開
発

・
筋
ジ
ス
ト
ロ
フ
ィ
ー
に
対
す
る
遺
伝
子
治
療
の
推
進

・
自
殺
対
策
の
研
修
及
び
情
報
提
供
、
自
殺
の
危
険
因
子
の
解
明

設
置
目
的

（
触
法
病
棟
）

（
筋
ジ
ス
モ
デ
ル
動
物
）
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独立行政法人 国立成育医療研究センターの概要  

 

 

１．設立目的 

  母性及び父性並びに乳児及び幼児の難治疾患、生殖器疾患その他の疾患であ

って、児童が健やかに生まれ、かつ、成育するために特に治療を必要とするも

の（以下「成育に係る疾患」という。）に係る医療に関し、調査、研究及び技

術の開発並びにこれらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を

行うことにより、国の医療政策として、成育に係る疾患に関する高度かつ専門

的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的

とする。  

 

２．設立時期 平成２２年４月１日 

 

３．役職員数（平成２５年４月１日現在） 

    役  員      ６名（理事長１名、理事３名（非常勤）、監事２名（非               

常勤）） 

  職  員    ９７８名 

 

４．業務概要 

  （１）成育に係る疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行う    

こと。 

  （２）（１）に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。 

  （３）成育に係る疾患に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと。 

  （４）（１）～（３）に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行う    

こと。 

  （５）（１）～（４）に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

５．組織概要（平成２５年４月１日現在） 

研究所 

病院 

臨床研究センター 

 

６．病床数（平成２５年４月１日現在） 

  一般病床 ４９０床 
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（
独
）
国
立
成
育
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー

創
設
：
平
成
１
４
年
３
月
１
日

所
在

地
：
東
京
都
世
田
谷
区

主
な

組
織
：
研
究
所
、
病
院
、
臨
床
研
究
セ
ン
タ
ー

役
職

員
数

(
常

勤
)：

97
9名
（
平
成
2
5
年
4
月
1
日
現
在
）

病
床

数
：

49
0床

沿
革
・
組
織

○
成
育
医
療
に
お
け
る
高
度
先
駆
的
医
療
や
モ
デ
ル
医
療
の
提
供

・
移
植
医
療
及
び
胎
児
治
療
の
推
進
と
普
及

・
小
児
ＩＣ
Ｕ
等
を
活
用
し
た

24
時
間

36
5日
体
制
の
重
症
小
児
救
急

搬
送
の
受
け
入
れ

・
年
間

1,
90

0件
以
上
の
分
娩
件
数
、
年
間
約

6,
00

0件
の
小
児
手
術
を
実
践

・
虐
待
等
を
含
め
た
小
児
の
こ
こ
ろ
の
ケ
ア

○
成
育
医
療
を
発
展
さ
せ
る
Ｔ
Ｒ
等
の
研
究
の
推
進

・
免
疫
異
常
等
小
児
難
病
に
対
す
る
遺
伝
子
治
療
の
開
発

・
ｉＰ
Ｓ
細
胞
、
Ｅ
Ｓ
細
胞
を
用
い
た
再
生
医
療
の
推
進

・
妊
娠
と
薬
の
情
報
提
供
や
子
ど
も
の
事
故
防
止
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供

・
小
児
医
薬
品
（
適
正
使
用
）
を
目
的
と
し
た
小
児
治
験
ﾈ
ｯ
ﾄﾜ
ｰ
ｸ
活
動
の
推
進

特
徴

我
が
国
の
成
育
医
療
の
中
核
的
機
関
と
し
て
、
小
児
医
療
、
母
性
医
療
、
父
性
医
療
及
び

関
連
・
境
界
領
域
を
包
括
す
る
成
育
医
療
に
つ
い
て
の
調
査
、
研
究
、
医
療
技
術
の
開
発
、

医
療
の
提
供
及
び
医
療
従
事
者
の
研
修
等
を
行
う
。

設
置
目
的
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独立行政法人 国立長寿医療研究センターの概要

１．設立目的

加齢に伴って生ずる心身の変化及びそれに起因する疾患であって高齢者が自

立した日常生活を営むために特に治療を必要とするもの（以下「加齢に伴う疾

患」という ）に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの。

業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医

療政策として、加齢に伴う疾患に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、

もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的とする。

２．設立時期 平成２２年４月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員 ６名（理事長１名、理事３名（うち非常勤１名）、監

事２名（非常勤 ））

職 員 ４９４名

４．業務概要

（１）加齢に伴って生ずる心身の変化に関し、調査及び研究を行うこと。

（２）加齢に伴う疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行う

こと。

（３ （２）に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。）

（４）加齢に伴う疾患に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと。

（５ （１）～（４）に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行う）

こと。

（６ （１）～（５）に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。）

５．組織概要（平成２５年４月１日現在）

研究所

認知症先進医療開発センター

老年学・社会科学研究センター

病院

６．病床数（平成２５年４月１日現在）

一般病床 ３８３床

22



（
独
）
国
立
長
寿
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー

創
設
：
平
成
１
６
年
３
月
１
日

所
在

地
：
愛
知
県
大
府
市

主
な
組
織
：
研
究
所
、
病
院

役
職
員
数
(
常
勤
)
 
：

49
7名
（
平
成
2
5
年
4
月
1
日
現
在
）

病
床

数
：

38
3床

沿
革
・
組
織

特
徴

○
老
化
の
制
御
と
老
年
病
克
服
の
た
め
の
新
し
い
医
療
の
発
展
の
普
及
に
尽
力

・
認
知
症
、
骨
粗
鬆
症
の
病
態
解
明
と
新
規
治
療
法
の
開
発

・
再
生
医
療
に
よ
る
革
新
的
歯
科
治
療
技
術
の
開
発

・
全
国
の
医
師
に
研
修
を
実
施
、
年
間
約
５
０
０
名
の
「
認
知
症
サ
ポ
ー
ト
医
」
を
養
成

我
が
国
の
長
寿
医
療
の
中
核
的
機
関
と
し
て
、
加
齢
に
伴
っ
て
生
じ
る
心

身
の
変
化
に
起
因
す
る
疾
患
で
あ
っ
て
、
高
齢
者
が
自
立
し
た
日
常
生
活

を
営
む
た
め
に
特
に
治
療
を
必
要
と
す
る
も
の
に
関
す
る
調
査
、
研
究
、
医

療
技
術
の
開
発
、
医
療
の
提
供
及
び
医
療
従
事
者
の
研
修
等
を
行
う
。

設
置
目
的

○
高
齢
者
疾
患
の
包
括
的
・
全
人
的
医
療
の
提
供

・
高
齢
者
の
生
活
の
質
を
向
上
に
向
け
た
医
療
の
提
供

・
地
域
の
保
健
・
医
療
・
福
祉
と
連
携
し
た
在
宅
医
療
モ
デ
ル
の
開
発
・
提
供

・
認
知
症
の
早
期
診
断
法
の
開
発
等
の
先
駆
的
医
療
の
提
供
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独立行政法人 国立病院機構の概要

１．設立目的

医療の提供、医療に関する調査及び研究並びに技術者の研修等の業務を行う

ことにより、国民の健康に重大な影響のある疾病に関する医療その他の医療で

あって、国の医療政策として機構が担うべきものの向上を図り、もって公衆衛

生の向上及び増進に寄与することを目的とする。

２．設立時期 平成１６年４月１日

３．役職員数（平成２５年１月１日現在）

役 員 １５名（理事長１名、副理事長１名、理事１１名（う

ち非常勤９名 、監事２名（うち非常勤１名 ）） ）

職 員 ５５，５３４名

※ 特定独立行政法人（役職員の身分は国家公務員）

４．業務概要

（１）医療を提供すること (診療事業)

・患者の目線に立った医療の提供

・クリティカルパスの活用や臨床評価指標の作成など質の高い医療の提供

・医療安全対策の充実など安心・安全な医療の提供

・セーフティーネット領域の医療や、５疾病・５事業など国の医療政策と

して担うべき医療の実施

（２）医療に関する調査及び研究を行うこと (臨床研究事業等)

・ネットワークを活用したＥＢＭのためのエビデンスづくりの推進

・高度・先端医療技術の臨床導入の推進

・質の高い治験の実施

・診療情報を用いた分析

（３）医療に関する技術者の研修を行うこと (教育研修事業)

・質の高い医療従事者の養成

・地域医療に貢献する研修事業の充実

（４ （１）～（３）に附帯する業務を行うこと）
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（参考）

、 、 、・セーフティーネット領域の医療：重症心身障害 筋ジストロフィー 結核

心神喪失者医療観察法に基づく医療等

・５疾病：がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患

・５事業：救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児救急医療

５．組織の規模（平成２５年４月１日現在）

病院数：１４４病院

病床数：５５，３３５床

一般病床 ４８，０４０床

療養病床 １５６床

結核病床 ２，４９１床

精神病床 ４，５９８床

感染症病床 ５０床
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１．
設
立
○
平
成
1
6
年
4
月
1
日

○
独
立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
法
（
平
成
1
4
年
法
律
第
1
9
1
号
）

を
根
拠
法
と
し
て
設
立
さ
れ
た
特
定
独
立
行
政
法
人

２
．
機
構
の
行
う
業
務

①
医
療
を
提
供
す
る
こ
と

②
医
療
に
関
す
る
調
査
及
び
研
究
を
行
う
こ
と

③
医
療
に
関
す
る
技
術
者
の
研
修
を
行
う
こ
と

④
上
記
に
付
帯
す
る
業
務
を
行
う
こ
と

３
．
組
織
の
規
模
（
平
成
2
5
年
4
月
1
日
現
在
）

病
院
数

：
1
4
4
病
院

運
営
病
床
数
：
5
1
,8
9
7
床
（
全
国
シ
ェ
ア
3
.5
%
）

臨
床
研
究
セ
ン
タ
ー
：
1
2
病
院

臨
床
研
究
部

：
7
2
病
院

附
属
看
護
師
等
養
成
所

看
護
師
課
程

：
3
9
校

助
産
師
課
程

：
5
校

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
学
院
：
1
校

独
立
行
政
法
人
国
立
病
院
機
構
の
概
要

４
．
患
者
数
（
平
成
2
4
年
度
実
績
）

入
院
患
者
数
（
1
日
平
均
）

4
3
,6
7
4
人

（
対
2
3
年
度

△
3
9
5
人
）

外
来
患
者
数
（
1
日
平
均
）

4
8
,3
5
4
人

（
対
2
3
年
度

＋
3
3
4
人
）

５
．
役
職
員
数
（
常
勤
）

役
員
数
5
人
（
平
成
2
5
年
4
月
1
日
現
在
）

職
員
数
5
5
,5
3
4
人
（
平
成
2
5
年
1
月
1
日
現
在
）

※
医
師
6
千
人
、
看
護
師
3
6
千
人
、
そ
の
他
1
4
千
人

【
看
護
職
の
副
院
長
を
1
病
院
に
設
置
】

６
．
財
務 各
病
院
が
自
己
の
診
療
収
入
に
よ
り
収
支
相
償
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

平
成
2
4
年
度
は
、
国
立
病
院
機
構
全
体
で
経
常
利
益
4
9
8
億
円
（
経
常
収

支
率
1
0
5
.8
%
）
で
あ
り
、
法
人
発
足
以
降
、
経
常
収
支
プ
ラ
ス
を
維
持

し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
個
々
の
病
院
に
お
い
て
も
、
法
人
発
足
時
の
平
成
1
6
年
度
決
算

（
経
常
収
支
）
に
お
い
て
7
4
病
院
（
再
編
成
実
施
病
院
除
く
）
あ
っ
た
赤

字
病
院
が
、
平
成
2
4
年
度
決
算
で
は
1
9
病
院
（
△
5
5
病
院
）
と
な
り
、

収
支
改
善
が
進
ん
で
い
ま
す
。

国
立
病
院
機
構
の
理
念

私
た
ち
国
立
病
院
機
構
は

国
民
一
人
ひ
と
り
の
健
康
と
我
が
国
の
医
療
の
向
上
の
た
め
に

た
ゆ
ま
ぬ
意
識
改
革
を
行
い
、
健
全
な
経
営
の
も
と
に

患
者
の
目
線
に
立
っ
て
懇
切
丁
寧
に
医
療
を
提
供
し

質
の
高
い
臨
床
研
究
、
教
育
研
修
の
推
進
に
つ
と
め
ま
す

一
般
病
床

療
養
病
床

結
核
病
床

精
神
病
床

感
染
症
病
床

計

4
5
,7
8
4

1
2
0

1
,8
7
8

4
,0
6
5

5
0

5
1
,8
9
7

☆
国
立
病
院
機
構
の
病
床
シ
ェ
ア

（
政
策
医
療
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
）

1
：
心
神
喪
失
者
等
医
療
観
察
法
：
5
8
.8
%

2
：
筋
ジ
ス
ト
ロ
フ
ィ
ー

：
9
5
.7
%

3
：
重
症
心
身
障
害

：
3
9
.1
%

4
：
結
核

：
3
7
.1
%
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独立行政法人 医薬品医療機器総合機構の概要

１．設立目的
医薬品の副作用や生物由来製品を介した感染等による健康被害に対して、迅

速な救済を図り（健康被害救済 、医薬品や医療機器などの品質、有効性及び安）
、 （ ）、全性について 治験前から承認までを一貫した体制で指導・審査し 承認審査

市販後における安全性に関する情報の収集、分析、提供を行う（安全対策）こ
とを通じて、国民保健の向上に貢献すること。

２．設立時期 平成１６年４月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）
役 員 ６名（理事長１名、理事（技監）１名、理事２名、監事２名

(うち非常勤１名 ））
職 員 ７０２名
（参考）第二期中期計画上の常勤職員は、

第二期中期目標期間期初 ６９５人
平成２５年度末 ７５１人（上限）

４．業務概要
（１）健康被害救済業務

① 医薬品副作用被害救済業務
② 生物由来製品感染等被害救済業務

（２）審査等業務
① 医薬品・医療機器に関する審査関連業務を一体的に実施

（３）安全対策業務
① 医薬品副作用等報告の収集・整理
② 安全性情報提供業務

５．その他（新医薬品・医療機器の承認状況等）

（）内：総審査期間の
目標値

平成２０
年度

平成２１
年度
（11月）

平成２２
年度
（10月）

平成２３
年度
（9月）

総審査期間 １５．４月 １１．９月 ９．２月 ６．５月

うち行政側期間 ７．３月 ３．６月 ４．９月 ４．２月

うち申請者側期間 ６．８月 ６．４月 ３．４月 ２．０月

承認件数 ２４ １５ ２０ ５０

（）内：総審査期間の
目標値

平成２０
年度

平成２１
年度
（19月）

平成２２
年度
（16月）

平成２３
年度
（12月）

総審査期間 ２２．０月 １９．２月 １４．７月 １１．５月

うち行政側期間 １１．３月 １０．５月 ７．６月 ６．３月

うち申請者側期間 ７．４月 ６．７月 ６．４月 ５．１月

承認件数 ５３ ９２ ９２ ８０

新医薬品（優先品目）

新医薬品（通常品目）

新医療機器（優先品目・新規承認）

（）内：総審査期間の
目標値

平成２０
年度

平成２１
年度
（16月）

平成２２
年度
（16月）

平成２３
年度
（15月）

総審査期間 １６．１月 １３．９月 １５．１月 １５．０月

うち行政側期間 ２．６月 ６．０月 ５．３月 ６．２月

うち申請者側期間 － ７．７月 １０．７月 ８．９月

承認件数 ３ ３ ３ ２

新医療機器（通常品目・新規承認）

（）内：総審査期間の
目標値

平成２０
年度

平成２１
年度
（21月）

平成２２
年度
（21月）

平成２３
年度
（20月）

総審査期間 ２１．３月 １９．３月 ２０．５月 １６．８月

うち行政側期間 ９．８月 ７．８月 ８．２月 ８．２月

うち申請者側期間 － ８．５月 １２．１月 ６．９月

承認件数 ６ ２１ １０ １２

※・数値は平成１６年度以降申請分の中央値。
・米国FDAの平成21年の総審査期間は13.0ヶ月である。

※・数値は平成１６年度以降申請分の中央値。

・米国FDAの平成17年度の総審査期間は14.5ヶ月である。
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独
立
行
政
法
人
医
薬
品
医
療
機
器
総
合
機
構
（
P
M
D
A
）

＜
Ｐ
Ｍ
Ｄ
Ａ
の
設
立
＞

①
設
立
の
経
緯
・
・
・
(認
)医
薬
品
副
作
用
被
害
救
済
・
研
究
振
興
調
査
機
構
を
廃
止
し
、
国
立
医
薬
品
食
品
衛
生
研
究
所
医

薬
品
医
療
機
器
審
査
セ
ン
タ
ー
等
と
統
合
し
、
独
立
行
政
法
人
医
薬
品
医
療
機
器
総
合
機
構
を
設
立

②
設
立
年
月
日
・
・
・
平
成
１
６
年
４
月
１
日

③
根
拠
法
律
・
・
・
・
独
立
行
政
法
人
医
薬
品
医
療
機
器
総
合
機
構
法
（
平
成
１
４
年
法
律
第
１
９
２
号
）

④
設
立
の
目
的
・
・
・
医
薬
品
の
副
作
用
又
は
生
物
由
来
製
品
を
介
し
た
感
染
等
に
よ
る
健
康
被
害
の
迅
速
な
救
済
を
図
り
、

医
薬
品
等
の
品
質
、
有
効
性
及
び
安
全
性
の
向
上
に
資
す
る
審
査
等
の
業
務
等
を
行
い
、
も
っ
て
国
民

保
健
の
向
上
に
資
す
る
こ
と
を
目
的

＜
業
務
内
容
＞

①
健
康
被
害
救
済
業
務
・
・
・
医
薬
品
副
作
用
被
害
救
済
業
務
、
生
物
由
来
製
品
感
染
等
被
害
救
済
業
務

②
審
査
等
業
務
・
・
・
・
・
・
医
薬
品
・
医
療
機
器
に
関
す
る
審
査
関
連
業
務
を
一
体
的
に
実
施

③
安
全
対
策
業
務
・
・
・
・
・
医
薬
品
副
作
用
等
報
告
の
収
集
・
整
理
、
安
全
性
情
報
提
供
業
務

＜
予
算
額
＞

平
成
２
５
年
度
予
算
案

３
６
８
．
７
億
円

＜
役
職
員
＞

役
員
数
６
名
（
理
事
長
、
理
事
３
名
、
監
事
２
名
）
、
職
員
７
０
２
名

（
平
成
25
年
4月
1日
現
在
）

法
人
概
要 平
成

16
年

4月
1日

平
成

17
年

4月
1日

平
成

18
年

4月
1日

平
成

19
年

4月
1日

平
成

20
年

4月
1日

平
成

21
年

4月
1日

平
成

22
年

4月
1日

平
成

23
年

4月
1日

平
成

24
年

4月
1日

平
成

25
年

4月
1日

第
2期
中
期

計
画
末

(2
5年

度
末

)

PM
DA
全
体

(役
員
を
含
む

)
２
５
６
名

２
９
１
名

３
１
９
名

３
４
１
名

４
２
６
名

５
２
１
名

６
０
５
名

６
４
８
名

６
７
８
名

７
０
８
名

７
５
１
名

(予
定
)

う
ち
審
査
部
門

１
５
４
名

１
７
８
名

１
９
７
名

２
０
６
名

２
７
７
名

３
５
０
名

３
８
９
名

４
１
５
名

４
３
８
名

４
６
０
名

う
ち
安
全
部
門

２
９
名

４
３
名

４
９
名

５
７
名

６
５
名

８
２
名

１
２
３
名

１
３
３
名

１
３
６
名

１
４
０
名

役
職
員
数
の
推
移

※
「
革
新
的
医
薬
品
・
医
療
機
器
創
出
の
た
め
の

5ヵ
年
戦
略
」
（平
成

19
年
度
～
平
成

23
年
度
）
で

PM
DA
の
審
査
人
員
に
つ
い
て
、
大
幅
な
増
員
を
図
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る

こ
と
か
ら
、
第

2期
中
期
計
画

(平
成

21
年
度
～
平
成

25
年
度

)で
は
、
人
員
体
制
を
平
成

21
年

4月
52

1名
→

 平
成

25
年
度
末

75
1名
に
増
員
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
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独立行政法人 福祉医療機構の概要

１．設立目的

社会福祉事業施設及び病院、診療所等の設置等に必要な資金の融通並びにこ
れら施設に関する経営指導、社会福祉事業に関する必要な助成、社会福祉施設
職員等退職手当共済制度の運営、心身障害者扶養保険事業等を行い、もって福
祉の増進並びに医療の普及及び向上を図ることを目的とする。
また、厚生年金保険制度、国民年金制度及び労働者災害補償保険制度に基づ

き支給される年金たる給付の受給権を担保として小口の資金の貸付けを行うこ
とを目的とする。

２．設 立 平成１５年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員・・・ ６名（理事長、理事３名、監事２名）
職 員・・・２５３名

４．事業概要

（１）福祉貸付事業
社会福祉事業施設を設置する場合等に必要な資金を融資する事業

（２）医療貸付事業
病院、介護老人保健施設を設置する場合等に必要な資金を融資する事業

（３）福祉医療経営指導事業
社会福祉事業施設の設置者、病院等の開設者等に対し、経営診断・指導を

行う事業

（４）福祉保健医療情報サービス事業
福祉、保健、医療、介護保険に関する各種情報の提供等（WAM NET等）を行

う事業

（５）社会福祉振興助成事業
高齢者・障害者の生活や子どもたちの成長を支援すること等を目的として

民間の創意工夫ある活動や地域に密着したきめ細かな活動等に対し、資金助
成を行う事業

（６）退職手当共済事業
社会福祉施設の職員等が退職した場合に、退職手当金を支給する事業

（７）心身障害者扶養保険事業
地方公共団体で実施している心身障害者扶養共済制度で、その地方公共団

体が加入者に対して負う共済責任を全国規模で保険する事業

（８）年金担保貸付事業
厚生年金等の年金受給者に対し、年金受給権を担保にした医療・介護等の

小口資金を融資する事業

（９）労災年金担保貸付事業
労災年金受給者に対し、年金受給権を担保にした医療・介護等の小口資金

を融資する事業

（10）承継年金住宅融資等債権管理回収業務
年金住宅融資等にかかる既往貸付債権の管理・回収業務

（11）承継教育資金貸付けあっせん業務（平成２０年度から休止）
年金被保険者に対して、日本政策金融公庫等が行う子弟の教育費のための

融資をあっせんする業務
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１
設
立

○
平
成
1
5
年
1
0
月
1
日

○
独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
法
を
根
拠
法
と

し
て
設
立

２
主
務
大
臣
（
主
務
省
所
管
課
等
）

厚
生
労
働
大
臣

社
会
・
援
護
局
福
祉
基
盤
課

医
政
局
総
務
課

社
会
・
援
護
局
障
害
保
健
福
祉
部
企
画
課

年
金
局
総
務
課

労
働
基
準
局
労
災
補
償
部
労
災
保
険
業
務
課

３
資
本
金

1
兆
5
,1
6
4
億
円
（
全
額
政
府
出
資
金
）

（
平
成
2
5
年
4
月
1
日
現
在
）

４
役
職
員
数

2
6
1
人

理
事
長
､
理
事
3
人
､
監
事
2
人
（
う
ち
非
常
勤
1
人
）

職
員
2
5
5
人

（
平
成
2
5
年
4
月
1
日
現
在
）

上
記
の
資
本
金
の
う
ち
、
1
兆
4
,8
7
2
億
円
に
つ
い
て
は
、

平
成
1
8
年
4
月
1
日
に
年
金
資
金
運
用
基
金
の
解
散
に
伴
い

承
継
し
た
年
金
資
金
住
宅
融
資
等
の
貸
付
金
債
権
を
全
額
政

府
出
資
金
と
し
て
受
け
入
れ
た
も
の
で
あ
る
。

福
祉
医
療
機
構
の
概
要

民
間
活
動
応
援
宣
言

福
祉
医
療
の
専
門
機
関
と
し
て

地
域
力
の
向
上
に
向
け
、

幅
広
く
総
合
的
に
応
援
し
ま
す

福
祉
医
療
貸
付
事
業

福
祉
・
医
療
施
設
の
建
築
資
金
や

運
営
の
た
め
の
資
金
を
融
資

福
祉
保
健
医
療
情
報
ｻ
ｰﾋ
ﾞ
ｽ事
業

（
W
A
M
N
E
T
事
業
）

福
祉
医
療
関
連
の
情
報
を
幅
広
く
発
信

年
金
担
保
貸
付
事
業
等

年
金
受
給
権
を
担
保
に
し
た

生
活
上
の
一
時
的
な
資
金
を
融
資

心
身
障
害
者
扶
養
保
険
事
業

障
害
の
あ
る
方
が
安
心
し
た

生
活
を
送
る
た
め
の
一
助
と
な
る
相

互
扶
助
に
よ
る
保
険

退
職
手
当
共
済
事
業

社
会
福
祉
施
設
等
で
お
勤
め
の
方
へ

の
退
職
手
当
金
を
支
給

社
会
福
祉
振
興
助
成
事
業

助
成
事
業
を
通
じ
て

地
域
を
支
え
る
福
祉
活
動
を
支
援

福
祉
医
療
経
営
指
導
事
業

福
祉
・
医
療
施
設
へ
の
経
営
セ
ミ
ナ
ー

や
個
別
経
営
診
断
に
よ
る
経
営
支
援

私
た
ち
は
、
国
の
政
策
効
果
が
最
大
に
な
る
よ
う
、
地
域
の
福
祉
と
医
療
の

向
上
を
目
指
し
て
、
お
客
さ
ま
の
目
線
に
立
っ
て
お
客
さ
ま
満
足
を
追
求
す
る

こ
と
に
よ
り
、
福
祉
と
医
療
の
民
間
活
動
を
応
援
し
ま
す
。

独
立
行
政
法
人
福
祉
医
療
機
構
の
概
要
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独立行政法人 国立重度知的障害者総合施設のぞみの園の概要

１．設立目的
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園（以下「国立のぞみ

の園」という。）は、重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的
な支援の提供、知的障害者の支援に関する調査及び研究等を行うことにより、
知的障害者の福祉の向上を図ることを目的とする。

２．設立時期 平成１５年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）
役 員 ４名（理事長１名、理事１名、監事２名（非常勤））
職 員 ２２３名

４．業務概要
（１）重度の知的障害者に対する自立のための総合施設の設置・運営
（２）知的障害者の自立と社会参加に関する調査、研究及び情報提供
（３）知的障害者の支援業務に従事する者の養成及び研修
（４）障害者支援施設の求めに応じた援助及び助言
（５）附帯業務

５．その他（第三期中期目標（抄））
第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

通則法第２９条第２項第３号の国民に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のとおりとする。

１ 自立支援のための取組み
（１）重度知的障害者のモデル的な支援を行うことにより、施設入所利用者の
地域への移行を引き続き推進していくこと等により施設入所利用者数につ
いて、第２期中期目標終了時（平成２５年３月３１日）と比較して、１６％縮減
すること。

（２）高齢の施設入所利用者に対する専門性の高い支援を実践すること。
特に、認知症を発症した者、機能低下の著しい者及び医療的ケアの必要

な者に対する専門性の高い支援を実践すること。
（３）今後の新たな施設入所利用者の受入

下記の①と②の者に特化したものとする。
① 著しい行動障害等を有する者や精神科病院に社会的入院等をしている
知的障害者を受け入れることとし、有期限のモデル的支援として取り組む
こと。

② 福祉の支援を必要とする矯正施設を退所した知的障害者を受け入れる
こととし、有期限のモデル的支援として取り組むこと。
なお、実施に当たっては、特に法務関係機関と連携･協力を図ること。

（４）発達障害児・者支援のニーズに的確に対応するため、就学前から成人ま
で切れ目なく支援するための体制を整備して、新たな事業に取り組むこと。

（５）平成２５年４月から施行される障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下、「障害者総合支
援法」という。）に基づく、のぞみの園が実施する重度知的障害者へのモデ
ル的支援事業については、審議会等での議論を踏まえて、今後、その取組
内容等や支援対象者について具体的に指示するものとすること。
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（ ６ ）上記（１ ）から（５ ）までの重度知的障害者等に対する自立のための先導
的かつ総合的な支援を行うことにより、サービスモデル等を構築し、他の障
害者支援施設・事業所で活用ができるようその普及に取り組むこと。

（国立のぞみの園の施設利用者の状況）
※ 独立行政法人移行時（平成15年10月1日時点）の在籍者は、499人

年度末現在 在籍者(平均)

在籍者数(人) 年齢(歳) 在籍年数(年)

１５年度 ４９６ ５３．７ ２８．６

１６年度 ４８３ ５４．７ ２９．６

１７年度 ４７３ ５５．７ ３０．６

１８年度 ４５３ ５６．６ ３１．５

１９年度 ４２５ ５７．６ ３２．４

２０年度 ３９５ ５８．６ ３３．３

２１年度 ３７１ ５９．１ ３３．９

２２年度 ３４２ ５９．６ ３４．７

２３年度 ３１４ ６０．１ ３５．７

２４年度 ２９２ ６１．０ ３６．７
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独立行政法人国立重度知的障害者総合施設
国立のぞみの園の概要について

重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な
支援の提供、知的障害者の支援に関する調査・研究等を行うこ
とにより知的障害者の福祉の向上を図る

のぞみの園 地 域

重度の知的障害者に対する自立
のための先導的かつ総合的な支
援の提供

地域の知的障害
者、発達障害児
・者

地域移行

知的障害者
施設職員等

養成・研修
（２５年度予定の主なテーマ）

○強度行動障害支援技術者養成研修

○福祉のサービス必要とする罪を犯した知的障害者
等の地域生活支援を行う施設職員等研修会

○支援者養成現任コース研修

・高齢知的障害者支援コース 等

現任訓練等

調査・研究
のぞみの園のフィールドを活用して、障害者福祉施
策の動向や社会的ニーズ等を踏まえた課題につい
て調査・研究を実施

知的障害者施設等

情報発信

通所等

入所支援入所支援
○施設入所支援
○地域生活体験ホーム
○自活訓練ホーム

地域支援（通所等）
○短期入所、日中一時支援
○就労支援

○児童発達支援（未就学時を対象
に集団生活への適応訓練を実施）
○放課後等デイサービス（小学生
から高校生を対象に必要な訓練
等を実施）

○重度知的障害者

○矯正施設退所知
的障害者

○著しい行動障害
を有する者

共同生活介護（ケ
アホーム）等

33



独立行政法人 労働者健康福祉機構の概要

１．設立目的

、 、療養施設及び労働者の健康に関する業務を行う者に対して研修 情報の提供

相談その他の援助を行うための施設の設置及び運営等を行うことにより労働者

の業務上の負傷又は疾病に関する療養の向上及び労働者の健康の保持増進に関

する措置の適切かつ有効な実施を図るとともに、未払賃金の立替払事業等を行

い、もって労働者の福祉の増進に寄与することを目的とする。

２．設立時期 平成１６年４月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

（ 、 、 （ 、 ））役 員 ７名 理事長１名 理事４名 監事２名 うち １名は非常勤

職 員 １５，６０９名（本部１１１名、施設１５，４９８名）

４．業務概要

（１）療養施設の設置及び運営

労災病院(労災看護専門学校を含む)、労災疾病研究センター、勤労者予防

医療センター、医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターに

おいて労災疾病に関する予防から治療、リハビリテーション等を実施。

（２）労働者の健康に関する業務を行う者に対する援助等を行う施設の設置及び

運営

産業保健推進センターにおいて、労働者の健康管理等についての知識及び

技能に関する産業医、衛生管理者等への研修、情報の提供及び相談その他の

援助を実施。

（３）未払賃金立替払事業

事業場の倒産等により未払となった賃金等を、事業主に替わって労働者に

支払う事業を実施。

（４）リハビリテーション施設の設置及び運営

労災リハビリテーション作業所において、症状が固定した重度のせき損患

者及び下肢障害者の自立更生のための事業を実施。

（５）納骨堂の設置及び運営

産業災害による殉職者の御霊を合祀するため霊堂を設置し、産業殉職者合

祀慰霊式を実施。
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～経過業務～

（１）療養施設の一部及び休養施設の移譲又は廃止業務

閣議決定等により決定された施設の移譲又は廃止の業務を実施。

（２）労働安全衛生融資に係る債権の管理及び回収業務

廃止した労働安全衛生融資の債権管理及び回収等業務を実施。

５．施設等

労災病院 ３０病院

労災疾病研究センター １３施設

勤労者予防医療センター ９施設

医療リハビリテーションセンター １施設

総合せき損センター １施設

産業保健推進センター １５施設

労災リハビリテーション作業所 ３施設

納骨堂 １施設

35



１
設
立
目
的

療
養
施
設
及
び
労
働
者
の
健
康
に
関
す
る
業
務
を
行
う
者
に
対
し
て
研
修
、
情
報
の
提
供
、
相
談
そ
の
他
の

援
助
を
行
う
た
め
の
施
設
の
設
置
及
び
運
営
等
を
行
う
こ
と
に
よ
り
労
働
者
の
業
務
上
の
負
傷
又
は
疾
病
に
関

す
る
療
養
の
向
上
及
び
労
働
者
の
健
康
の
保
持
増
進
に
関
す
る
措
置
の
適
切
か
つ
有
効
な
実
施
を
図
る
と
と
も

に
、
未
払
賃
金
の
立
替
払
事
業
等
を
行
い
、
も
っ
て
労
働
者
の
福
祉
の
増
進
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る

２
設
立
時
期

平
成
１
６
年
４
月
１
日

特
殊
法
人
労
働
福
祉
事
業
団
（
昭
和
３
２
年
７
月
１
日
設
立
）
か
ら
、
独
立
行
政
法
人
労
働
者
健
康
福
祉

機
構
に
移
行

３
役
職
員
数

1
5
,6
1
6
名
（
平
成
２
５
年
４
月
１
日
現
在
）

役
員
：
７
名
（
理
事
長
：
１
名
、
理
事
：
４
名
、
監
事
：
２
名
＜
う
ち
、
１
名
非
常
勤
＞
）

職
員
：
1
5
,6
0
9
名
（
う
ち
本
部
：
１
１
１
名
）

４
業
務
範
囲

○
療
養
施
設
の
設
置
及
び
運
営

労
災
病
院
(労
災
看
護
専
門
学
校
を
含
む
)、
労
災
疾
病
研
究
セ
ン
タ
ー
、
勤
労
者
予
防
医
療
セ
ン
タ
ー
、

医
療
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
及
び
総
合
せ
き
損
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
労
災
疾
病
に
関
す
る
予
防

か
ら
治
療
、
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
等
を
実
施

○
労
働
者
の
健
康
に
関
す
る
業
務
を
行
う
者
に
対
す
る
援
助
等
を
行
う
施
設
の
設
置
及
び
運
営

産
業
保
健
推
進
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
労
働
者
の
健
康
管
理
等
に
つ
い
て
の
知
識
及
び
技
能
に
関
す
る
産

業
医
、
衛
生
管
理
者
等
へ
の
研
修
、
情
報
の
提
供
及
び
相
談
そ
の
他
の
援
助
を
実
施

○
未
払
賃
金
立
替
払
事
業

事
業
場
の
倒
産
等
に
よ
り
未
払
と
な
っ
た
賃
金
等
を
、
事
業
主
に
替
わ
っ
て
労
働
者
に
支
払
う
事
業
を
実
施

○
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
施
設
の
設
置
及
び
運
営

労
災
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
作
業
所
に
お
い
て
、
症
状
が
固
定
し
た
重
度
の
せ
き
損
患
者
及
び
下
肢
障
害

者
の
自
立
更
生
の
た
め
の
事
業
を
実
施

○
納
骨
堂
の
設
置
及
び
運
営

産
業
災
害
に
よ
る
殉
職
者
の
御
霊
を
合
祀
す
る
た
め
霊
堂
を
設
置
し
、
産
業
殉
職
者
合
祀
慰
霊
式
を
実
施

５
施
設
等

労
災
病
院
（
３
０
病
院
）
、
労
災
疾
病
研
究
セ
ン
タ
ー
（
１
３
施
設
）
、
勤
労
者
予
防
医
療
セ
ン
タ
ー
（
９
施
設
）
、

医
療
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
（
１
施
設
）
、
総
合
せ
き
損
セ
ン
タ
ー
（
１
施
設
）
、

産
業
保
健
推
進
セ
ン
タ
ー
（
１
５
施
設
）
、
労
災
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
作
業
所
（
３
施
設
）
、
納
骨
堂
（
１
施
設
）

独
立
行
政
法
人
労
働
者
健
康
福
祉
機
構
の
概
要
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独立行政法人 勤労者退職金共済機構の概要

１．設立目的

中小企業退職金共済法の規定による中小企業退職金共済制度（一般の中小企

業退職金共済制度、特定業種退職金共済制度）を運営するとともに、勤労者の

計画的な財産形成の促進の業務を行うことを目的とする。

２．設立時期 平成１５年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員 ６名（理事長１名、理事長代理１名、理事２名、監事２名

（うち非常勤１名 ））

職 員 ２６７名

４．業務概要

（１）中小企業退職金共済制度

○一般の中小企業退職金共済制度

中小企業の従業員（雇用形態を問わない）を対象とし、事業主が金融機

関を通じて毎月一定の掛金を納付すると、従業員が退職したときに、機構

から直接当該従業員に退職金が支給される仕組みである。

○特定業種退職金共済制度

特定業種（厚生労働大臣が指定：現在、建設業、清酒製造業、林業の三

業種）において期間雇用される従業員を対象とし、現場で働く期間雇用者

が所持する共済手帳に事業主が雇用日数に応じ共済証紙（日額：建設業３

１０円、清酒製造業３００円、林業４６０円）を貼付し、当該期間雇用者

が業界で働くことをやめたときに、機構から直接当該期間雇用者に退職金

が支給される仕組みである。

（２）勤労者財産形成促進制度

○勤労者財産形成持家融資制度

勤労者の財産形成を促進し、生活の安定を図るため、財形貯蓄を１年以

上行っている勤労者を対象に、勤労者本人が居住する住宅を建設、購入ま

たは改良するために必要な資金を、事業主等を通じて、財形貯蓄残高の10

倍（最高4,000万円）まで低利で融資する仕組みである。
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［所在地］ 東京都豊島区東池袋１丁目２４番１号ニッセイ池袋ビル

［代表者］ 理事長 額賀 信

［設立年月日］ 平成１５年１０月１日

［役職員数］ ２７３名 （平成２５年４月１日現在）

［２５年度予算額］ ７，８０３億円（うち国からの財政支出額８９億円）

［ 根拠法 ］ 中小企業退職金共済法（昭和３４年法律第１６０号）

［設立経緯］
昭和３４年 ７月 １日 中小企業退職金共済事業団設立。
昭和３９年１０月１５日 建設業退職金共済事業を開始することに伴い、建設業退職金共済組

合設立。
昭和４２年 ９月 １日 清酒製造業退職金共済事業を開始することに伴い、清酒製造業退職

金共済組合設立。
昭和５６年１０月 １日 建設業退職金共済組合と清酒製造業退職金共済組合を統合して建設

業・清酒製造業退職金共済組合を設立。
昭和５７年 １月 １日 林業退職金共済事業を開始することに伴い、建設業・清酒製造業退

職金共済組合を建設業・清酒製造業・林業退職金共済組合に変更。
平成１０年 ４月 １日 中小企業退職金共済事業団と建設業・清酒製造業・林業退職金共済

組合を統合して勤労者退職金共済機構を設立。
平成１５年１０月 １日 独立行政法人勤労者退職金共済機構に移行。
平成２３年１０月 １日 独立行政法人雇用・能力開発機構の廃止に伴い財形業務等について

独立行政法人勤労者退職金共済機構に移管。

［設立目的］
機構は、中小企業退職金共済制度の運営及び勤労者の計画的な財産形成の促進業務を行うことを

目的とする法人として設置されるものである。上記の目的を達成するため、次の業務を行うこととされて
いる。

１ 中小企業退職金共済事業（附帯する業務を含む）を行うこと。
２ 勤労者財産形成持家融資業務（附帯する業務を含む）を行うこと。

［業務概要］

１ 一般の中小企業退職金共済制度
中小企業の従業員（原則として期間雇用者等を除く全従業員）を対象とし、事業主が金融

機関を通じて毎月一定の掛金を納付すると、従業員が退職したときに、機構から直接当該従
業員に退職金が支給される制度の運営。

２ 特定業種退職金共済制度
特定業種（厚生労働大臣が指定：現在、建設業、清酒製造業、林業の三業種）において期

間雇用される従業員を対象とし、現場で働く期間雇用者が所持する共済手帳に事業主が雇用
日数に応じ共済証紙（日額：建設業３１０円、清酒製造業３００円、林業４６０円）を貼付
し、当該労働者が業界で働くことをやめたときに、機構から直接当該労働者に退職金が支給
される制度の運営。

３ 勤労者財産形成促進制度
勤労者の財産形成を促進し、生活の安定を図るため、財形貯蓄を行っている勤労者を対象

に、事業主を通じて貯蓄残高の10倍（最高4,000万円）までを低利で融資する制度の運営。

勤労者退職金共済機構の概要
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独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構の概要

１．設立目的

高年齢者等を雇用する事業主等に対する給付金の支給、高年齢者等の雇用に関する技

術的事項についての事業主等に対する相談その他の援助、障害者の職業生活における自

立を促進するための施設の設置及び運営、障害者の雇用に伴う経済的負担の調整の実施

その他高年齢者等及び障害者の雇用を支援するための業務並びに求職者その他の労働者

の職業能力の開発及び向上を促進するための施設の設置及び運営の業務等を行うことに

より、高年齢者等及び障害者並びに求職者その他の労働者の職業の安定その他福祉の増

進を図るとともに、経済及び社会の発展に寄与することを目的とする。

２．設立時期 平成１５年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員 ８名（理事長１名、理事長代理１名、理事４名、監事２名（うち非常

勤１名 ））

職 員 ３，８９１名

４．業務概要

（１）高年齢者の雇用支援に関する業務

① 高齢者雇用に関する給付金の支給業務

② 高齢者雇用に関する事業主等に対する相談その他の援助業務

（２）障害者の雇用支援に関する業務

① 障害者職業センターの設置運営業務

② 障害者職業能力開発校の運営

③ 障害者雇用納付金関係業務

（３）職業能力開発に関する業務

① 職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校及び職業能力開発促進センター並

びに職業能力開発総合大学校の設置運営等の業務

② 職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律に基づく職業訓練

の認定に関する業務

（４）雇用促進住宅に関する業務（暫定業務）

① 雇用促進住宅を譲渡又は廃止する業務並びに譲渡等するまでの間の管理運営業務
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役
職
員
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葉
県
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本
部
）

本
部
、
広
域
障
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者
職
業
セ
ン
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（
２
施
設
）
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地
域
障
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セ
ン
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47
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設
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業
能
力
開
発
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合
大
学
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１
カ
所
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職
業
能
力
開
発
促
進
セ
ン
タ
ー
（
61
カ
所
）、
職
業
能
力
開
発
大
学
校
（
10
カ
所
）等

所
在
地
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織

高
年
齢
者
の
雇
用
支
援
に
関
す
る
業
務

・
高
齢
者
雇
用
に
関
す
る
給
付
金
の
支
給
業
務

・
高
齢
者
雇
用
に
関
す
る
事
業
主
等
に
対
す
る
相
談
そ
の
他
の
援
助
業
務

障
害
者
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用
支
援
に
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す
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業
務

・
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
職
業
リ
ハ
ビ
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テ
ー
シ
ョ
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職
業
評
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、
職
業
指
導
、
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準
備
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援
）
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技
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・
障
害
者
職
業
能
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開
発
校
の
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営

・
障
害
者
雇
用
納
付
金
の
徴
収
及
び
調
整
金
・報
奨
金
、
助
成
金
の
支
給

・
障
害
者
雇
用
に
関
す
る
相
談
援
助
、
ア
ビ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
開
催
等

職
業
能
力
開
発
に
関
す
る
業
務

・
離
職
者
・
在
職
者
・学
卒
者
に
対
す
る
公
共
職
業
訓
練
の
実
施
等

求
職
者
支
援
訓
練
の
認
定
に
関
す
る
業
務

・
求
職
者
支
援
訓
練
の
認
定
や
求
職
者
支
援
訓
練
の
実
施
機
関
に
対
す
る
助
言
・指
導
の
実
施
等

そ
の
他

・
雇
用
促
進
住
宅
を
譲
渡
又
は
廃
止
す
る
業
務
並
び
に
譲
渡
等
す
る
ま
で
の
間
の
管
理
運
営
業
務

組
織

事
業
概
要

独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
の
概
要

役
員
8
名
（
理
事
長
、
理
事
5名
、
監
事
2名
）

※
監
事
に
つ
い
て
は
常
勤
１
名
、
非
常
勤
１
名

職
員
3
,8
9
1
名
（
平
成
25
年
4
月
）

予
算

国
か
ら
の
財
政
支
出
額

7
9
1
億
円
（平
成
2
5年
度
予
算
）
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独立行政法人 労働政策研究・研修機構の概要

１．設立目的

労働政策についての総合的な調査及び研究等並びにその成果の普及を行うと

ともに、その成果を活用して厚生労働省の労働に関する事務を担当する職員そ

の他の関係者に対する研修を行うことにより、我が国の労働政策の立案及びそ

の効果的かつ効率的な推進に寄与し、もって労働者の福祉の増進と経済の発展

に資することを目的とする。

２．設立時期 平成１５年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

（ 、 、 （ ））役 員 ５名 理事長１名 理事２名 監事２名 うち非常勤１名

職 員 １１２名

４．業務概要

（１）労働政策についての総合的な調査及び研究を行うこと

※ 現在の中期目標期間（平成２４年４月から平成２９年３月まで）においては、中長

期的な労働政策の課題に係る「プロジェクト研究 、厚生労働省からの要請に基づい」

た重要性の高い新たな政策課題に係る「課題研究 、厚生労働省の緊急の調査ニーズ」

に迅速・的確に対応するための「緊急調査」を実施。

（２）労働政策についての情報及び資料を収集し、及び整理すること

（３）労働政策の研究促進のため、研究者及び有識者を海外から招へいし、及び

海外に派遣すること

（４）調査研究結果等の成果の普及及び政策の提言を行うこと

（５）厚生労働省の労働に関する事務を担当する職員等に対する研修を行うこと
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○
労
働
政
策
の
総
合
的
な
調
査
研
究

労
働
行
政
分
野
の
政
策
課
題
（
雇
用
、
労
働
条
件
、
人
材
育
成
、
労
使
関
係
等
）
に
つ
い
て
、
体
系
的
・
継
続
的
な
研
究
を
実
施
し
、
政
策
の
企
画
、
立
案

及
び
推
進
を
サ
ポ
ー
ト
。

【
サ
ポ
ー
ト
の
具
体
例
】

・
「
今
後
の
派
遣
労
働
者
制
度
の
在
り
方
に
関
す
る
研
究
会
」
に
研
究
員
自
身
が
メ
ン
バ
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と
し
て
参
画
し
、
派
遣
労
働
者
等
へ
の
調
査
研
究
を
ベ
ー
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に
提
言
を

行
っ
て
い
る
。
ま
た
、
同
研
究
会
で
は
、
諸
外
国
の
労
働
者
派
遣
に
つ
い
て
も
、
研
究
員
が
報
告
を
行
う
等
、
研
究
会
に
お
け
る
政
策
議
論
に
貢
献
し
て
い
る
。

・
「
雇
用
政
策
研
究
会
」
に
お
い
て
研
究
員
が
委
員
と
し
て
参
画
し
、
若
年
者
雇
用
に
関
す
る
こ
れ
ま
で
の
研
究
成
果
を
ベ
ー
ス
に
意
見
を
述
べ
る
な
ど
、
報
告
書
の

と
り
ま
と
め
に
貢
献
し
た
。

○
労
働
行
政
職
員
研
修

第
一
線
の
労
働
行
政
職
員
（
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
、
労
働
基
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監
督
署
等
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象
に
、
一
般
研
修
・
専
門
研
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・
管
理
監
督
者
研
修
を
実
施
。

※
平
成
２
５
年
度
当
初
計
画
予
定
で
は
、
研
修
コ
ー
ス
数
7
5
コ
ー
ス
、
3
,4
81
名
の
受
講
者
を
対
象
に
実
施
。

※
労
働
政
策
研
究
を
実
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し
て
い
る
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が
労
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り
、
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究
と
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、
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い
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法
人
の
概
要

業
務
の
概
要

理 事 長

国
際
研
究
部

研
究
調
整
部

調
査
・
解
析
部

理 事

所 長

総
合
政
策
部
門

校 長

経
済
社
会
と
労
働
部
門

人
材
育
成
部
門

キ
ャ
リ
ア
支
援
部
門

企
業
と
雇
用
部
門

労
使
関
係
部
門

【
労
働
政
策
研
究
所
】

教
育
担
当

大
学
校
事
務
局

【
労
働
大
学
校
】

【
法
人
本
部
事
務
局
】

研
究
６
部
門

監 事

≪
組
織
図
≫

経
理
部

総
務
部

目
的

内
外
の
労
働
問
題
や
労
働
政
策
に
つ
い
て
、
総
合
的
な
調
査
研
究

等
を
行
う
と
と
も
に
、
そ
の
成
果
を
活
用
し
た
労
働
行
政
担
当
職
員

等
に
対
す
る
研
修
を
実
施
す
る
こ
と
。

設
立
年
次

平
成
1
5
年
1
0
月

※
日
本
労
働
研
究
機
構
（
特
殊
法
人
）
及
び
労
働
研
修
所
（
厚
生
労
働
省
の
施
設
等
機
関
）
を
整
理
・
統
合
し
て
発
足
。

所
在
地

法
人
本
部
・
労
働
政
策
研
究
所
：
東
京
都
練
馬
区
上
石
神
井

労
働
大
学
校
：
埼
玉
県
朝
霞
市

理
事
長

菅
野
和
夫
（
東
京
大
学
名
誉
教
授
、
前
中
央
労
働
委
員
会
会
長
）

役
員

５
人
（
理
事
長
、
理
事
２
、
監
事
２
（
う
ち
１
は
非
常
勤
）
）

職
員

１
１
２
人
（
平
成
２
５
年
４
月
１
日
）

予
算
額

約
２
４
億
円
（
平
成
２
５
年
度
予
定
額
（
運
営
費
交
付
金
）
）

独
立
行
政
法
人
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
に
つ
い
て
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独立行政法人 水資源機構の概要

１．設立目的

産業の発展及び人口の集中に伴い用水を必要とする地域に対する水の安定的

な供給の確保を図ることを目的として設立された。

２．設立時期 平成１５年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

（ 、 、 、 ）役 員 ９名 理事長１名 副理事長１名 理事５名 監事２名

職 員 １，４０７名

４．業務概要

機構の業務は、各水資源開発水系ごとの水資源開発基本計画に基づいた、水

資源の開発又は利用のための利水・治水を目的とするダム、河口堰、湖沼水位

調節施設、多目的水路、専用用水路等の新築（水の供給量を増やすものは着手

済み事業等のみ）又は改築の実施、及び愛知豊川用水施設を含めた完成施設の

管理等である。また、機構が管理する施設と一体的な管理を行う事が水資源の

利用の合理化に資すると認められる施設の委託管理を行うことができることと

なっている。

５．その他特記事項

水資源機構の主務大臣は次の通りである。

・役員、職員、財務、会計その他の管理業務

（ ）：国土交通大臣 水管理・国土保全局水資源部

・洪水防御機能又は流水の正常な機能の維持

等を目的に含む施設(特定施設) ：国土交通大臣（水管理・国土保全局）

・特定施設以外は、業務目的に応じて以下のとおり

厚生労働大臣（水道用水 、農林水産大臣（農業用水 、経済産業大臣（工） ）

業用水 、国土交通大臣）
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独
立
行
政
法
人
水
資
源
機
構
の
概
要

概
要 主
な
業
務

・
ダ
ム
･用
水
路
等
の
新
築
･改
築

・
ダ
ム
･用
水
路
等
の
管
理

所
在
地

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
中
央
区
新
都
心
11
番
地
2

理
事
長

甲
村

謙
友

沿
革

昭
和

30
年

10
月
愛
知
用
水
公
団
発
足

昭
和

37
年

5月
水
資
源
開
発
公
団

発
足

昭
和

43
年

10
月
愛
知
用
水
公
団

を
統
合

平
成

15
年

10
月
独
立
行
政
法
人

水
資
源
機
構
発
足

平
成
2
5
年
度
予
算
(
百
万
円
)

収
入

運
営
費
交
付
金

－

施
設
整
備
補
助
金

－

そ
の
他
の
補
助
金

３
０
，
５
３
０

受
託
収
入

１
，
３
９
３

そ
の
他
収
入

１
１
２
，
３
８
１

合
計

１
４
４
，
３
０
４

支
出

人
件
費

１
４
，
４
９
３

業
務
経
費

５
８
，
６
８
３

施
設
整
備
費

４
０
１

受
託
経
費

１
，
３
８
１

一
般
管
理
費

１
，
９
５
３

そ
の
他
支
出

９
５
，
３
４
３

合
計

１
７
２
，
２
５
４

人
員
・
組
織

※
平
成
2
5
年
４
月
１
日
現
在

役
員
数

9名
職
員
数

1,
34

5名

業
務
の
概
要

理
事
長

役
員

本
社
各
部
室

筑 後 川 局

吉 野 川 局

関 西 支 社

２ 事 業 所

３ 事 業 所

６ 事 業 所

10 事 業 所

10 事 業 所

筑 後 川 水 系

吉 野 川 水 系

淀 川 水 系

豊 川 水 系 ・ 木 曽 川 水 系

利 根 川 水 系 ・ 荒 川 水 系

監
事

総
合
技
術
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

中 部 支 社

役
員

水
資
源
の
開
発
又
は
利
用
の
た
め
の
施
設
の
改
築
等
及
び
水
資
源
開
発
施
設
等
の
管
理
等
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
産
業
の
発
展

及
び
人
口
の
集
中
に
伴
い
用
水
を
必
要
と
す
る
地
域
（三
大
都
市
圏
、
四
国
及
び
北
部
九
州
）に
対
す
る
水
の
安
定
的
な
供
給
の
確

保
を
図
る
。

・
ダ
ム
・
用
水
路
等
の
新
築
・
改
築
【平
成

25
年
度

9事
業
】

・
ダ
ム
・
用
水
路
等
の
管
理
【
平
成

25
年
度

52
施
設
】

水
資
源
開
発
促
進
法
に
規
定
す
る
水
資
源
開
発
基
本
計
画
（閣
議
決
定
）に
基
づ
く
、
利
水
・治
水
を
目
的
と
す
る
ダ
ム
、
用
水

路
等
の
施
設
の
新
築
（
水
の
供
給
量
を
増
大
さ
せ
る
も
の
は
、
機
構
移
行
時
に
着
手
済
み
の
事
業
等
に
限
る
。
）又
は
改
築

水
資
源
開
発
促
進
法
に
規
定
す
る
水
資
源
開
発
基
本
計
画
（閣
議
決
定
）に
基
づ
き
新
築
又
は
改
築
し
た
ダ
ム
、
用
水
路
等

の
施
設
の
操
作
、
維
持
、
修
繕
そ
の
他
の
管
理

1
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多
目
的
で
複
数
の
都
府
県
に
関
係
す
る
広
域
か
つ
利

害
が
対
立
す
る
事
業
を
、
水
資
源
機
構
が
中
立
的
な

立
場
に
立
っ
て
、
効
率
か
つ
適
切
に
運
営

豊
川
水
系

筑
後
川
水
系

吉
野
川
水
系

淀
川
水
系

木
曽
川
水
系

利
根
川
・
荒
川
水
系

豊
川
水
系

筑
後
川
水
系

吉
野
川
水
系

淀
川
水
系

木
曽
川
水
系

利
根
川
・
荒
川
水
系

豊
川
水
系

筑
後
川
水
系

吉
野
川
水
系

淀
川
水
系

木
曽
川
水
系

利
根
川
・
荒
川
水
系

豊
川
水
系

筑
後
川
水
系

吉
野
川
水
系

淀
川
水
系

木
曽
川
水
系

利
根
川
・
荒
川
水
系

水
資
源
開
発
水
系
の
重
要
性
・
多
目
的
な
業
務

■
日
本
の
産
業
と
人
口
の
集
中
す
る
全
国
７
つ
の
水
系
に
お
い
て
、
水
の
安
定
供
給
及
び
洪
水
調
節
等
を
担
っ
て
い
る
。

■
複
数
省
庁
の
所
管
に
ま
た
が
る
多
目
的
か
つ
広
域
的
な
業
務
を
一
元
的
に
実
施
し
て
い
る
。

※
フ
ル
プ
ラ
ン
エ
リ
ア
：
将
来
の
水
需
給
の
検
討
対
象
地
域
（
原
則
と
し
て
市
町
村
単
位
）

面
積

人
口

（
20

09
年
）

製
造
品
出
荷
額
等

（
20

08
年
）

フ
ル
プ
ラ
ン
エ
リ
ア

フ
ル
プ
ラ
ン
エ
リ
ア
の
面
積
は
約
１
７

%
で
あ
る
が
、

そ
の
人
口
と
製
造
品
出
荷
額
等
は
約
半
数
を
占
め
る
。

フ
ル
プ
ラ
ン
エ
リ
ア
外

Ｇ
Ｄ
Ｐ

（
20

03
年
）

約
42

0㎥
/s

約
３
５
０
㎥

/s
（
８
４
％
）

フ
ル
プ
ラ
ン
エ
リ
ア

の
開
発
水
量

水
資
源
機
構
事
業
シ
ェ
ア

●
水
資
源
開
発
水
系

（
フ
ル
プ
ラ
ン
エ
リ
ア
）

●
水
資
源
機
構
の
業
務
と
主
務
大
臣

一
元
的
に
実
施

農
業
用
水
の
確
保
・
供
給

農
林
水
産
大
臣

工
業
用
水
の
確
保
・
供
給

経
済
産
業
大
臣

水
道
用
水
の
確
保
・
供
給

厚
生
労
働
大
臣

ダ
ム
、
水
路
等
の

水
資
源
開
発
施
設
の
機
能

主
務
大
臣

流
水
の
正
常
な
機
能
の
維
持

洪
水
被
害
の
軽
減

国
土
交
通
大
臣

2
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独立行政法人 農業者年金基金の概要

１．設立目的

独立行政法人農業者年金基金法（平成１４年法律第１２７号）に基づき、農

業者の老齢について必要な年金等の給付の事業を行うことにより、国民年金の

給付と相まって農業者の老後の生活の安定及び福祉の向上を図るとともに、農

業者の確保に資することを目的とする。

２．設立時期 平成１５年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

（ 、 、 （ ））役 員 ５名 理事長１名 理事２名 監事２名 うち非常勤１名

職 員 ７５名

４．業務概要

（１）新制度（平成１４年１月１日施行）

加入資格の審査・決定、被保険者の管理、保険料の徴収・運用、農業者

老齢年金、特例付加年金及び死亡一時金の受給要件の審査・決定・支給、

年金受給権者の管理等の業務

（２）旧制度（昭和４６年１月１日施行）

経営移譲年金、農業者老齢年金、脱退一時金及び死亡一時金の受給要
（※）

件の審査・決定・支給、旧制度の年金受給権者の管理等の業務

※経営移譲

農業経営に供している自分名義の農地等の権利を後継者か第三者に所

有権を移転するか、使用収益権を移転又は設定して、農業経営から引退

すること。

５．その他特記事項

独立行政法人農業者年金基金の業務に係る主務省は以下のとおり。

①役員及び職員並びに財務及び会計その他管理業務に関する事項については農

林水産省

②新制度に係る業務及び農地等の借受け及び貸付け等の業務に関する事項につ

いては農林水産省

③旧制度の給付に係る業務に関する事項については厚生労働省及び農林水産省
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年金積立金管理運用独立行政法人の概要

１．設立目的

厚生労働大臣から寄託された年金積立金の管理及び運用を行うとともに、その収益

を国庫納付することにより、厚生年金保険事業及び国民年金事業の運営の安定に資す

る。

２．設立時期 平成１８年４月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員 ４名（理事長１名、理事１名、監事２名)

職 員 ７０名（非常勤３名を含む）

４．業務概要

厚生労働大臣から寄託を受けた年金積立金の管理運用
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○ ＧＰＩＦにおける年金積立金の管理・運用の仕組み 

 

○ 平成２４年度 ＧＰＩＦの運用状況（第３四半期まで） 

運用資産額                               １１１兆９，２９６億円            

収益率（運用手数料控除前）                     ３．２７％（４月から 12 月までの通期） 

収益額（運用手数料控除前）                     ３兆５，９４９億円（４月から 12 月までの通期）   

（注） 年金積立金管理運用独立行政法人が管理・運用している年金積立金（年金特別会計で管理する資産を

除く。）の運用状況です。 

 

＜参考＞ 

平成２３年度運用結果（年金積立金全体） 

年金積立金は、（１）年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分、（２）年金特別会計で管

理する積立金があります。  

平成 23 年度の運用結果については、欧州債務問題や米国景気の減速懸念等により一時的に収益が悪化

する場面がありましたが、年度末にかけては、主要国中央銀行による追加緩和策や欧州債務問題の進展等

から市場環境が回復したため、収益額は 2兆 5,863 億円のプラスとなりました。なお、市場での自主運用

を開始した平成 13年度からの累積収益は、約 25兆円のプラスを維持しております。 
 

 

（運用受託機関）信託銀行・投資顧問会社

評価委員会 中期目標

改善措置要求
人事権

運用委員会
金融・経済等の専門家

審議

理事長

株式等の投資割合決定

○運用受託機関の管理
○インハウス運用の実施

厚
生
労
働
大
臣

実績評価

年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立
行
政
法
人

年金制度の設計
年金財政の検証

（単位：億円）
通　　期

（13～23年度）

過去５年間

（19～23年度）

[上段：累積収益額]

[下段：平均収益率]

[上段：累積収益額]

[下段：平均収益率]

 資産額（年度末） 1,443,315 1,415,415 1,456,311 1,479,619 1,500,231 1,491,337 1,386,485 1,238,381 1,282,647 1,218,926 1,194,015
 収益額 27,787 2,360 68,714 39,588 98,344 45,669 -51,777 -93,176 91,554 -3,263 25,863 251,662 -30,799
 収益率 1.94% 0.17% 4.90% 2.73% 6.83% 3.10% -3.53% -6.86% 7.54% -0.26% 2.17% 1.62% -0.31% 

（注１）収益額及び収益率は、運用手数料等控除後の運用実績である。

（注２）平均収益率は、相乗平均である。

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

（参考：年金積立金全体の運用実績） 
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＜
運
用
の
基
本
的
考
え
方
＞

◇
年
金
積
立
金
は
、
将
来
の
年
金
給
付
の
貴
重
な
財
源
で
あ
り
、
専
ら
被
保
険
者
の
利
益
の
た
め
に
運
用
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

◇
厚
生
年
金
保
険
法
及
び
国
民
年
金
法
等
に
基
づ
き
、
長
期
的
な
観
点
か
ら
、
安
全
か
つ
効
率
的
に
運
用
。

◇
「
国
内
債
券
中
心
」
、
「
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
運
用
を
中
心
」
、
「
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
全
体
の
リ
ス
ク
を
抑
制
（
分
散
投
資
）
」

な
ど
の
考
え
方
に
よ
り
、
運
用
。

・
年
金
積
立
金
全
体
約
１
１
９
兆
円
（
平
成
２
３
年
度
末
）

※
Ｇ
Ｐ
ＩＦ
が
管
理
・
運
用
す
る
直
近
の
資
産
額
は
約
１
２
０
兆
円
（
平
成
２
４
年
度
末
）

・
賃
金
に
対
す
る
実
質
的
な
運
用
利
回
り
の
確
保
。

・
専
門
性
の
徹
底
及
び
責
任
の
明
確
化
を
図
り
、
運
用
に
特
化
し
た
独
立
行
政
法
人

に
お
い
て
運
用
。

＜
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
＞

※
平
成

25
年

6月
7日
変
更

※
変
更
前
の
構
成
割
合
は
、
国
内
債
券

67
％
、
国
内
株
式

11
％
、
外
国
債
券

8％
、

外
国
株
式

9％
、
短
期
資
産

5％

＜
年
金
積
立
金
全
体
の
運
用
実
績
＞

１
３
年
度
（
自
主
運
用
開
始
）
～
２
３
年
度
の
累
積
収
益
額
：
約
２
５
兆
円

※
名
目
賃
金
上
昇
率
を
２
．
２
％
上
回
り
、
財
政
検
証
上
の
前
提
を
上
回
っ
て
い
る
。

（
運
用
受
託
機
関
）
信
託
銀
行
・
投
資
顧
問
会
社

評
価
委
員
会

中
期
目
標

改
善
措
置
要
求

人
事
権

運
用
委
員
会

金
融
・
経
済
等
の
専
門
家

審
議

理
事
長

株
式
等
の
投
資
割
合
決
定

○
運
用
受
託
機
関
の
管
理

○
イ
ン
ハ
ウ
ス
運
用
の
実
施

厚 生 労 働 大 臣

実
績
評
価

年 金 積 立 金 管 理 運 用 独 立 行 政 法 人

年
金
制
度
の
設
計

年
金
財
政
の
検
証

＜
運
用
の
仕
組
み
＞

外 国 株 式 ％

国 内 債 券 ％60

外 国 債 券 ％

短 期 資 産 ％

国 内 株 式 ％12
   

   
   

11
   

   
  1

2 
   

 5

厚
生
年
金
・
国
民
年
金
の
積
立
金
運
用
に
つ
い
て
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独立行政法人 年金・健康保険福祉施設整理機構の概要

１．設立目的

独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構は、国民年金事業等の運営の

改善のための国民年金法等の一部を改正する法律第７条の規定による改正前の

厚生年金保険法第７９条、又は同法第３条の規定による改正前の国民年金法第

７４条の施設及び健康保険法第１５０条第１項又は第２項の事業の用に供して

いた施設であって厚生労働大臣が定めるもの（以下「年金福祉施設等」と総称

する ）の譲渡又は廃止等の業務を行うことにより、年金福祉施設等の整理を。

図り、もって厚生年金保険事業、国民年金事業及び全国健康保険協会が管掌す

る健康保険事業の適切な財政運営に資することを目的とする。

２．設立時期 平成１７年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

（ 、 （ ）、 （ ））役 員 ４名 理事長１人 理事１人 非常勤 監事２人 非常勤

職 員 ２１名

４．業務概要

（１）年金福祉施設等の譲渡又は廃止を行うこと

（２）年金福祉施設等の譲渡又は廃止を行うまでの間、年金福祉施設等の運営及

び管理を行うこと

（３）上記業務に附帯する業務を行うこと

５．その他特記事項

（１）平成１７年１０月に設立され、当初は、平成２２年１０月１日に解散する

有期の法人であった。

（２）平成２２年８月に成立した「独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機

構法の一部を改正する法律 （平成２２年法律第４８号）において、存続期」

限が２年延長され、平成２４年１０月１日に解散することとなった。

（３）平成２３年６月に成立した「独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機

構法の一部を改正する法律 （平成２３年法律第７３号）等において、平成」

２６年４月１日に、年金福祉施設等の整理合理化を目的とした組織から、社

会保険病院等の運営等を目的とした「独立行政法人地域医療機能推進機構」

に改組されることとなった。
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（
１
）
法
人
の
目
的

（
２
）
役
員

理
事
長
１
人
、
理
事
１
人
（
非
常
勤
）
、
監
事
２
人
（
非
常
勤
）
を
置
く
。

（
３
）
法
人
の
業
務

（
４
）
法
人
の
運
営
費

法
人
の
運
営
費
は
、
全
て
年
金
福
祉
施
設
等
の
譲
渡
に
よ
り
生
じ
る
収
益
に
よ
り
賄
う
。

（
運
営
費
交
付
金
は
交
付
さ
れ
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
）

（
５
）
国
庫
納
付
金

毎
事
業
年
度
、
年
金
福
祉
施
設
等
の
譲
渡
に
よ
り
生
じ
た
収
入
か
ら
、
事
業
運
営
に
必
要
な
経
費
を
控
除
し

た
残
余
の
額
を
、
国
の
特
別
会
計
に
納
付
す
る
。

・
年
金
福
祉
施
設
等
の
譲
渡
又
は
廃
止
を
行
う
こ
と
。

・
年
金
福
祉
施
設
等
の
譲
渡
又
は
廃
止
を
行
う
ま
で
の
間
、
年
金
福
祉
施
設
等
の
運
営
及
び
管
理
を
行
う
こ
と
。

・
上
記
業
務
に
附
帯
す
る
業
務
を
行
う
こ
と
。

独
立
行
政
法
人
年
金
・
健
康

保
険
福
祉
施
設
整
理
機
構

国
公
益
法
人

施
設
の
出
資

施
設
の
経
営
委
託

施
設
の
譲
渡
収
入

機
構
の
運
営
経
費
を

差
し
引
い
た
も
の

地
方
自
治
体
・
民
間
等

施
設
の
譲
渡
収
入

施
設
の
譲
渡

年
金
福
祉
施
設
等
の
譲
渡
又
は
廃
止
等
の
業
務
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
年
金
福
祉
施
設
等
の
整
理
を
図
り
、

も
っ
て
厚
生
年
金
保
険
事
業
、
国
民
年
金
事
業
及
び
全
国
健
康
保
険
協
会
が
管
掌
す
る
健
康
保
険
事
業
の
適

切
な
財
政
運
営
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

※
現
在
は
、
病
院
等
の
み

独
立
行
政
法
人
年
金
・
健
康
保
険
福
祉
施
設
整
理
機
構
（
R
F
O
）
の
概
要
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